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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国 名：アルバニア共和国 案件名：廃棄物量削減・3R 促進支援プロジェクト 

分 野：環境管理－一般廃棄物 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部環境管理グル

ープ環境管理第二チーム 
協力金額：約 2 億 6,700 万円（2016 年 12 月時点での年度概

算実績） 

協力期間 
（R/D）2014 年 1 月 
2014 年 5 月～2017 年 5 月

（3 年間） 

先方関係機関：環境省（MOE） 

日本側協力機関：国際航業株式会社、株式会社エックス都

市研究所 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

アルバニア共和国（以下、「アルバニア」と記す）は、1991 年に共産主義体制から共和制に移行

して以降、社会安定・繁栄と住民生活の向上をめざし、周辺諸国との人的・経済的交流、外資導入･

国内産業振興、道路網・電力送配線・上下水道等のインフラ整備を積極的に進めてきた。その結果、

都市部への急速な人口流入や消費生活の拡大が加速し、地方自治体が管理を担う廃棄物排出量は

年々増加傾向にある。 

加えてアルバニアは、EU 加盟をめざし EU 指令に準じた環境政策を進めており、廃棄物管理

（Solid Waste Management：SWM）分野でも同指令に準じ、国家廃棄物戦略を定め、国内廃棄物処

分量を 2015 年までに 25%、2016 年までに 35％、2020 年までに 55％削減するという目標値を定め

ている。 

こうした状況下、同国内の廃棄物処理事業（収集運搬・最終処分）は、地方自治体（Commune

や Municipality）所轄の公共サービス事業として公営企業や民間委託により実施されている。しか

し、現状では分別といった取り組みが行われておらず、廃棄物量削減数値・率の目標達成が困難な

状況にある。 

廃棄物国家戦略で定められた目標を達成するため、地域における排出源からの抑制（Reduce）・

再利用（Reuse）・資源化（Recycle）から成る 3R を導入した総合的な SWM による減量対策の実施

が急務となっており、当該戦略に対応した SWM を実施するための政府行政の施策・実施能力の向

上が求められている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

アルバニア全国の地方自治体において、3R を導入した持続可能な廃棄物管理（SWM）の枠

組みが確立され、全国的なゴミ減量の取り組みがなされる。 

 

（2）プロジェクト目標 

「国家廃棄物戦略」と「行動計画（アクションプラン）」の実施促進をめざした、環境省（Ministry 

of Environment：MOE）の 3R 政策推進及び地方自治体支援能力が強化される。 
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（3）成 果 

成果 1： MOE により、全国の地方自治体における廃棄物管理状況と、各自治体の廃棄物管理へ

の 3R 導入に向けた課題が明らかにされる。 

成果 2： 地方自治体の廃棄物管理への 3R 導入に向けた最終化された 3R ガイドライン（案）が

作成される。 

成果 3： 小規模自治体（バウイディアス市 Vau i Dejes Municipality）の廃棄物管理における 3R 導

入に係るパイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 4： 中規模自治体（ツェリック市 Cerrik Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に係る

パイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 5： 大規模自治体（ティラナ市 Tirana Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に係るパ

イロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 6： MOE の各地方自治体に対する廃棄物管理分野における支援及び協力関係が強化され

る。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

短期専門家派遣：8 人（47.13 人月） 

研修員受入：（本邦）8 人、（第三国：コソボ共和国）8 人、計 16 人 

機材供与：79 万 5,000 円（5,738 ユーロ） 

ローカルコスト負担：2,700 万円 

アルバニア側： 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：12 人 

土地・施設提供：（2014 年 8 月から 2015 年 7 月まで）MOE 内執務室、事務用机・椅子 2 組、

書庫 1 組、インターネット施設、電気・水道代 

ローカルコスト負担：インターネット接続料約 6 万円 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

日本側 

1 総  括  飯島 大輔 JICA 地球環境部環境管理グループ環

境管理第二チーム 企画役 

2 協力計画 江口 雄磨 JICA 地球環境部環境管理グループ環

境管理第二チーム 

3 評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー パートナー 

 

アルバニア側 

1 Vladimir Bezhani Advisor to the Ministry of Environment for the 

waste management issues 

調査期間 2017 年 1 月 16 日～26 日 評価種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）投 入 

日本側、アルバニア側とも投入は基本的に計画どおり行われた。ただし、アルバニア側から

の投入である MOE の C/P は、他業務で多忙であり、専門家からの技術移転を受ける時間が十分

に取れない状況が続いている。 

 

（2）成 果 

＜成果 1（全国の廃棄物管理状況把握と、3R 導入課題の明確化）＞ 

成果 1 は達成された。全国廃棄物管理状況調査が 2014 年 9 月から 11 月まで実施され、アル

バニア国内 12 州すべてを網羅した各自治体のデータが収集された。調査結果は、セミナーに

て発表され、42 の団体・機関から 62 人の参加を得た。 

 

＜成果 2（3R ガイドライン案の作成）＞ 

成果 2 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成される見込み。こののち、残り 2 つの

章を執筆し、さらに、ガイドライン実施モニタリング、改訂について規定した節を追加すれば

ガイドライン案は完成する。3R ガイドラインは、自治体を対象に、廃棄物削減・3R 促進のた

めのさまざまな実践的な手法や技術を紹介した、アルバニアにとって初めての文書となる。ガ

イドラインには、3 カ所のパイロットプロジェクト実施自治体にて行われたゴミ量・ゴミ質調

査、リサイクル調査、処分場調査、ゴミ収集状況調査、住民啓発活動調査、住民意識調査等、

各種調査から得られたデータも掲載される見込みで、自治体の現況ゴミフロー作成の際に活用

可能なものとなっている。こうしたデータの掲載が実現したことも、3R ガイドラインの価値

を高めている。 

 

＜成果 3（小規模自治体バウイディアス市のパイロットプロジェクト）＞ 

成果 3 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、バウイディアス

市の 3R アクションプラン（案）を仕上げ、パイロットプロジェクト報告書を完成させる必要

がある。成果 3 は小規模自治体バウイディアス市のブシャット行政区を対象に、農村地域にお

ける農業系ゴミ減量を念頭に実施された。オンサイト・コンポスト（家庭等の発生源で堆肥化

をするもの）及びオフサイト・コンポスト（収集して一カ所で堆肥化をするもの）を行う際の

課題を整理することができたほか、農村部における効率的な廃棄物収集と環境美化を実現させ

るための手法を提示することができた。 

 

＜成果 4（中規模自治体ツェリック市のパイロットプロジェクト）＞ 

成果 4 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、パイロットプロ

ジェクト報告書を完成させる必要がある。成果 4 は中規模都市ツェリック市を対象に、農村・

半農村地域の住宅地帯を対象に資源ゴミ回収に取り組んだ。パイロットプロジェクトでは、対

象地域におけるリサイクルの課題を明らかにし、戸別収集を行うことにより、効率的な廃棄物

収集と環境美化を実現する手法を提示することができた。 
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＜成果 5（大規模自治体ティラナ市のパイロットプロジェクト）＞ 

成果 5 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、ティラナ市の

3R アクションプラン（案）を仕上げ、パイロットプロジェクト報告書を完成させる必要があ

る。成果 5 では、首都ティラナ市において、さまざまな経済状況の住民が集まる人口急増地区

を対象に、学校でのリサイクル活動を通じてコミュニティ全体の啓発をめざすパイロットプロ

ジェクトが行われた。学校をエントリーポイントにした啓発活動は、生徒のみならず、保護者

に対してもリサイクルに対する啓発効果が確認され、効果的な手法であることが確認できた。

 

＜成果 6（MOE の自治体に対する支援）＞ 

現在のところ、成果 6 は中程度の達成状況である。今後、MOE の C/P が 3R に関する理解力

を高め、地方自治体に対する 3R アクションプランの作成・実施指導を自立して行えるように

なれば、成果 6 の達成度合いは高まる見込み。 

 

（3）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標はおおむね達成の見込み。ただし、MOE のプロジェクト活動への関与はこ

れまで限定的であったことから、残り期間で速やかに MOE の C/P の技術・実務能力を高めてい

く必要がある。プロジェクト終了時点での最終的なプロジェクト目標達成度合いは、MOE がど

れだけ主体的に 3R ガイドラインを作成・活用・実施し、自治体を支援していく能力を高めるこ

とができるかに大きく影響される。プロジェクト開始当時の MOE 職員は、「上意下達」の姿勢

が強く、定められた法律、国家戦略を守るあるいは達成するのが自治体の義務であり、そのた

めの方策は地方自治体自身で考えるべきであるという考えであったが、プロジェクトを通じて

地方自治体個々の能力や抱える課題を直視することで、MOE の地方自治体への指導の必要性を

認識した点は能力向上であるといえる。25 以上の地方自治体の 3R アクションプラン（素案）

作成等、残りの活動が MOE のイニシアティブによって完遂されるのであれば、達成度は更に高

まるだろう。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトはアルバニアの優先開発政策や日本の対アルバニア ODA 政策に

合致しているほか、SWM 及び 3R に取り組もうとする MOE や自治体のニーズに対応した活動

を行っている。さらに、日本は途上国における SWM の経験が豊富であり、特に近隣国である

コソボ共和国での技術協力プロジェクトの経験が本プロジェクトに生かされており、アルバニ

ア側 C/P への技術移転に有益である。 

 

（2）有効性 

有効性は比較的高い。中央・地方両レベルにおける 3R 実施に関する課題の特定や各種文書の

作成について、期待された成果は順調に産出されている。今後、MOE が更に能力を高め、より

強い主体性をもって、25 以上の地方自治体の 3R アクションプラン（素案）作成等残りの活動

を完遂するならば、プロジェクト目標は高い水準で達成されるだろう。 
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（3）効率性 

効率性は比較的低い。日本とアルバニア両方からの投入は基本的に計画どおり実施されたも

のの、C/P が他業務で多忙なため、プロジェクト活動になかなか従事できず、専門家から C/P

への技術移転が十分にできていない。また、MOE 内にプロジェクトの執務室が十分に確保でき

なかったことから、MOE と専門家チームとの間のコミュニケーションの効率性が低下した。前

半のパイロットプロジェクトの開始の遅れに伴い、後半に日本人専門家の配置計画を調整しな

ければならなかったことなども効率性の観点から問題だった。他方、自治体への支援に関して

は、地方で 3R アクションプラン作成のためのワークショップを開いたり、その後に個別のフォ

ローアップ電話・訪問を行ったりしたことで、自治体の参加率を高めたり 3R アクションプラン

の作成件数を高めたりすることができたので、効率性が向上した。 

 

（4）インパクト 

インパクトは比較的高い。上位目標の達成見込みは、MOE が今後どのように主体性をもって

3R ガイドラインを最終化し、活用していくか、そして自治体の 3R アクションプランを支援し

ていくかに大きく左右される。正のインパクトとしては、州政府の関与が増えたこと、自治体

同士の情報交換が活発化したこと、ウェイストピッカーの雇用創出がされたこと、ツェリック

市における戸別収集がパイロットプロジェクト地域以外にも広がっていることなどが挙げられ

る。 

 

（5）持続性 

持続性は中程度。政策面での持続性は高いものの、中央レベルの組織・財政面での持続性に

ついては、MOE がまだプロジェクトの効果を維持するための計画を立てていないことから不確

実要素が多い。技術面については、MOE 職員の技術・知識レベルはいまだ十分とはいえないが、

彼らがプロジェクトを通じて、SWM における 3R の位置づけを以前よりも理解し、自治体に対

する支援を行うことの重要性について認識を高めたことは評価できる。今後、MOE が 3R ガイ

ドラインを組織として活用し、人的・経済的資源を動員して自治体への支援を継続していくの

ならば、組織・財政面での持続性は高まるだろう。自治体レベルの持続性に関しては、プロジ

ェクトが 3R アクションプラン作成支援を行ったことにより、現在、適切な SWM 及び 3R の実

践に対する機運が高まっているところである。中央から十分な技術的・実務的支援が差し伸べ

られ、財務基盤を強化するような自治体としての取り組みが実現したならば、持続的に 3R アク

ションプランが促進され、実践される見込みが高まるだろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）フェーズ分けによるパイロットプロジェクトの実施 

3 つのパイロットプロジェクトいずれにおいても、比較的短期間で地域住民の廃棄物排出
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マナーをほぼ満足できるレベルに改善させることに成功した。これは、一気に環境意識の改

善をめざすのではなく、活動をフェーズ分けし、住民が無理なく徐々に意識を高めていける

ように戦略的に計画したことによりもたらされた成功である。 

2）自治体に対する 3R アクションプラン指導ワークショップ、個別フォローアップの効果 

3R ガイドラインを説明し、3R アクションプランの作成を指導するためのワークショップ

は各州で行い、自治体担当者が出席しやすいように工夫した。ワークショップのあとは、フ

ォローアップの電話を掛け、さらに、支援が必要な自治体に対しては個別訪問をして指導し

た。このようなきめの細かい支援により、声掛けした 40 自治体のうち 32 自治体（8 割）が

ワークショップに参加し、3R アクションプラン作成に取り組むという効果を得ることがで

きた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）C/P の他業務への従事による関与不足 

MOE の C/P はプロジェクト以外の仕事で忙しく、専門家からの技術移転を受ける時間を

ほとんど取れないでいる。プロジェクト後半に行われた自治体の 3R アクションプラン作成

支援業務においては、MOE が技術スタッフを配置することを検討したものの、実現には至

らなかった。MOE の C/P が他業務に多忙でプロジェクト活動に十分な時間を割けなかった

ことから、専門家からの技術移転が阻害され、技術的な持続性が低下した。 

2）スイスの援助機関とのパイロットプロジェクト対象地域の重複 

パイロットプロジェクトの 1 つ（成果 4）は当初、レジャ市での実施が予定されていたが、

スイス開発協力省（Swiss Agency for Development and Cooperation：SDC）による類似プログ

ラムである「地方分権と地域開発プログラム（Decentralization and Local Development 

Program：DLDP）」との地理的な重複がのちに明らかになった。そのため、レジャ市での実

施を諦め、対象地域の選定を再び行わなければならなくなり、プロジェクトの効率性低下を

招いた。 

3）アルバニアの自治体統合、地方選挙を要因とするパイロットプロジェクトの開始の遅れ 

アルバニアにおける 2015 年 6 月の地方自治体統合により、市長の交代や各自治体の領域

拡大が発生した。その影響により、自治体において不安定な財政状況や人員の交代が生じ、

2016 年 1 月まで多くの自治体は安定した業務を行うことができなかった。こうした状況下、

パイロットプロジェクトは計画どおりに開始することができず、プロジェクトの効率性低下

を招いた。 

4）MOE 内の執務スペース確保の問題 

MOE は 2015 年 8 月に移転したが、その際、プロジェクトの執務室を MOE 内に確保する

ことができなくなった。専門家チームが現在賃貸している執務室は MOE から徒歩 10 分程度

の距離にあるものの、MOE の C/P と日常的に顔を合わせることが困難になり、プロジェク
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トの円滑な運営に支障を来している。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクト終了時には、プロジェクト目標はおおむね達成される見込みである。残り期間で

MOE が能力を向上させ、主体性をもって未完の活動に従事し、そして本報告書の提言にのっとっ

たアクションを取ることができるならば、プロジェクト終了時の達成度は更に高まるだろう。プロ

ジェクトは前半期間に、アルバニアの自治体統合、地方選挙、他ドナーのプログラムとの地域の重

複といった要因により、パイロットプロジェクトの開始時期を半年～1 年遅らせなければならなか

った。結果として、パイロットプロジェクトの実施期間は予定よりも 1 年～1.5 年短縮せざるを得

なかった。このような不利な状況にもかかわらず、アルバニア初の 3R ガイドラインは全国廃棄物

管理状況調査、自治体レベルのさまざまな調査、パイロットプロジェクトの実施を経て予定どおり

完成される見込みである。地方レベルにおいても、2016 年後半に実施されたワークショップや個

別指導といった努力により自治体の 3R アクションプランが作成され、プロジェクト目標の指標で

ある「25 自治体の 3R アクションプラン案が作成される」が近々達成される見込みである。3R に

対する自治体の機運の高まりは、プロジェクトが後押しした結果といってよいだろう。 

今後は、プロジェクト目標の達成度を高めるために MOE の C/P が専門家チームと緊密に協同作

業を行い、業務を通じて C/P の能力を更に高めていくことを推奨する。プロジェクトは、予定どお

り 2017 年 5 月をもって終了するのが妥当である。 

 

３－６ 提 言 

＜MOE 及び専門家チームに対する提言（プロジェクト残り期間で取り組むべきこと）＞ 

（1）3R ガイドライン案の完成と MOE の C/P に対する指導 

3R ガイドライン案は、3R 実施モニタリングシステムと改訂の手順等を盛り込み、協力期間

終了前に余裕をもって完成させること。その後、他省庁、自治体、他ドナー等の意見を反映さ

せ、3R ガイドライン案をより良いものに仕上げていくことが重要である。ガイドライン案には、

現場で収集された各種データをできるだけ多く盛り込み、読み手である各自治体が、根拠に基

づいて意思決定ができるようにするのが望ましい。SWM の現場のデータはアルバニアにとって

非常に貴重なものであり、プロジェクトの強みや比較優位性の一つはこうしたデータを収集で

きたことにあるといえる。 

MOE の C/P は、3R ガイドラインの担当者として内容を熟知しておくことが必要であり、専

門家チームは残された期間で MOE の C/P に対して重点的な指導を行うことが期待される。 

 

（2）MOE 内での 3R ガイドライン承認に向けた準備の開始 

MOE は、公式な廃棄物に関する政策文書に付随する重要な技術文書として、3R ガイドライ

ンを省内で承認する手続きを開始すること。 

 

（3）自治体に対する 3R ガイドライン作成・実施を支援するための MOE に対する業務マニュアル

の作成 

プロジェクトでは、自治体に対してワークショップを開催したり、フォローアップや個別訪
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問を行ったりした。こうした活動のなかで蓄積された実務的なナレッジを MOE がスムーズに引

き継いでいけるよう専門家チームは業務マニュアルを作成すること（必ずしも別文書を作成す

る必要はなく、3R ガイドラインのなかに含めるかたちでも構わない）。そして、マニュアルを

用いて MOE の C/P に対して実務研修を行うこと。 

MOE は、自治体が 3R アクションプランを作成・実施していけるよう、継続的に支援を行う

ための計画を作成すること。計画には、活動スケジュールを記すだけでなく、主要な実施者の

役割と責任や必要な予算の詳細についても明記し、必要な人的・財政的資源が確保できるよう

にすること。 

 

（4）2017 年 3 月の 3R ガイドラインセミナーにおけるツェリック市視察の実施 

2017 年 3 月に開催予定の 3R ガイドラインセミナーにおいて、ツェリック市への視察を行い、

セミナー参加者がツェリック市の戸別収集の現場をみられるよう手配することを推奨する。

SWM の成功事例を実際にみることにより、参加者の視野が広がることが期待できるとともに、

参加者間での議論や知見の共有が促進されるだろう。 

 

＜MOE に対する提言（プロジェクト終了後に取り組むべきこと）＞ 

（1）継続的な 3R ガイドラインの活用と改訂、並びに実効力のあるモニタリングシステムの構築 

MOE は、3R ガイドラインの承認手続きを完了し、省内で文書の位置づけを明確化し、関係

省庁、ドナー機関等と広く共有すること。MOE はガイドラインを日常的に活用し、モニタリン

グや改訂のための定期的なレビューを行うこと。その際、自治体が実施する 3R アクションプラ

ンの進捗状況をモニタリングすることが効果的なレビューのために必要である。そのため、自

治体の現状を把握し、必要に応じて適時に政策的な手当てができるよう、実効力のあるモニタ

リングシステムを構築することが重要である。 

 

（2）自治体支援のための人的・財政的資源の確保 

MOE は、自治体が 3R アクションプランの作成・実施をする際、効果的に進められるよう、

ワークショップの開催や指導を積極的に行うべきである。そして、支援のための人的・財政的

資源を確保することが重要である。特に、プロジェクト期間中に実施することができなかった

5 州を対象に、数年以内にワークショップを実施し、アルバニアの全州が 3R ガイドラインと 3R

アクションプランについて共通の認識をもつようにすることが急務である。プロジェクト終了

後 3 年以内に上位目標を達成するためには、この活動を即座に行う必要がある。人員を確保す

る際には、MOE 職員に限らず、必要に応じてローカルコンサルタントや非政府組織

（Non-Governmental Organizations：NGOs）、そしてパイロット活動に従事した自治体の職員等

をリソースパーソンとして活用するなど工夫をするとよいだろう。 

 

（3）「ナレッジ・ハブ（knowledge-hub）」としての役割の認識 

プロジェクトが主催するワークショップやセミナーに参加した自治体は、好事例に関する互

いの経験や知見を自発的に教え合っていた。MOE は自治体がもつこうした有用な知見を蓄積

し、さらに、自治体同士が知見と経験を共有する際の橋渡しをする役目、つまり、ナレッジ・
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ハブ（knowledge-hub）としての役割を果たすことを推奨する。MOE は、ナレッジ・ハブとして、

自治体や他の関連機関が情報交換することができるよう、さまざまな交流の場を提供すること。

 

３－７ 教 訓 

（1）効率性を低下させるドナー間の重複の回避 

成果 4 のパイロットプロジェクトの開始の遅れは SDC の DLDP との地域的な重複が原因だっ

た。このような他ドナーのプロジェクトやプログラムとの重複は、国家の環境政策策定の役割

を担う MOE が事前に対策を講じたり、ドナーの支援により類似活動を行う各省との調整を行っ

たりすることによって、事前に回避するべきであった。プロジェクトの実施者、特にアルバニ

ア側実施者は、プロジェクト開始前、実施時ともにこうした効率性を低下させる可能性のある

事象をいち早く特定し、影響を最小限に抑えるべく努力すべきだった。 

 

（2）C/P の役割に関する認識の共有 

プロジェクト期間を通じて、MOE の C/P は他業務に多忙で、プロジェクトへの関与は日本側

が期待したよりも著しく低かった。プロジェクト実施者、つまり、討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）に記載された全 C/P 機関がさまざまな機会をとらえてお互いの優先事項や業

務の実態について率直な議論を交わし、C/P として果たすべき役割や関与度合いについて、互

いが納得する共通認識をもつべきだった。 

 

（3）環境意識・行動変容を徐々に促すフェーズ分けの活動実施 

プロジェクト実施前、廃棄物排出に関して住民の意識を変えることは非常に難しいと多くの

関係者が考えていた。しかし、プロジェクトはパイロットプロジェクトの 1～1.5 年間という比

較的短期間に、人々の意識や行動を変えることに成功した。この成功は、プロジェクトが戦略

的に、種々の活動をフェーズごとに徐々に実施したことによる部分が大きい。つまり、一気に

最終目標をめざすのではなく、住民にとって比較的簡単な行動から、徐々に難しい行動に段階

を踏んで移行していくように活動を実施していったのである。その結果、住民は無理なく意識

や行動パターンを変えることができたので、このフェーズ分けの活動実施は環境意識や行動を

変えるための手法として有効であることが実証された。 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

今回実施した終了時評価調査は、2017 年 5 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実

績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実

施にあたって教訓を導くことを目的とした。 

 
１－ ２ 調査団の構成と調査期間 
調査団の構成は以下のとおり。 

 

氏 名 所属・役職 団内担当分野 

飯島 大輔 
JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第二チ

ーム 企画役 
総 括 

江口 雄磨 
JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第二チ

ーム 
協力企画 

首藤 久美子 有限会社アイエムジー パートナー 評価分析 

Vladimir Bezhani 
Advisor to the Ministry of Environment for the waste 
management issues 

アルバニア側評価者 

 

2016 年 12 月下旬に文献調査や国内における関係者インタビュー等を開始し、2017 年 1 月 16 日か

ら 27 日にかけて現地調査を行った 。詳しい現地調査日程については、付属資料 2 の終了時評価報告

書の「ANNEX 1: Study Schedule」を参照のこと。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 
１－３－１ 協力の背景と概要 

アルバニア共和国（以下、「アルバニア」と記す）は 1991 年に共産主義体制から共和制に移行し

て以降、社会安定・繁栄と住民生活の向上をめざし、周辺諸国との人的・経済的交流、外資導入･

国内産業振興、道路網・電力送配線・上下水道等のインフラ整備を積極的に進めてきた。その結果、

都市部への急速な人口流入や消費生活の拡大が加速し、地方自治体が管理を担う廃棄物排出量は

年々増加傾向にある。 

加えてアルバニアは、EU 加盟をめざし EU 指令に準じた環境政策を進めており、廃棄物管理

（Solid Waste Management：SWM）分野でも同指令に準じ、国家廃棄物戦略を定め、国内廃棄物処

分量を 2015 年までに 25%、2016 年までに 35％、2020 年までに 55%削減するという目標値を定め

ている。 

こうした状況下、同国内の廃棄物処理事業（収集運搬・最終処分）は、地方自治体（Commune

や Municipality
1
）所轄の公共サービス事業として公営企業や民間委託により実施されている。しか

し、現状では分別といった取り組みが行われておらず、廃棄物量削減数値・率の目標達成が困難な

                                                        
1 Commune 及び Municipality はプロジェクト開始時のアルバニアの行政区分である。その後、2015 年 6 月に地方自治体の統合が行

われ、373 あった Commune 及び Municipality が 61 の Municipality に区分変更された。 
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状況にある。 

廃棄物国家戦略で定められた目標を達成するため、地域における排出源からの抑制（Reduce）・

再利用（Reuse）・資源化（Recycle）から成る 3R を導入した総合的な SWM による減量対策の実施

が急務となっており、当該戦略に対応した SWM を実施するための政府行政の施策・実施能力の向

上が求められている。 

 

１－３－２ プロジェクトの要約 

プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）初版

であるバージョン 0 から数度の改訂を経て、評価時にはバージョン 2（付属資料 2 の終了時評価報

告書の「ANNEX 2: Project Design Matrix (PDM) Version 2」）に基づいて実施されていた。PDM バー

ジョン 2 の主な内容は以下のとおり。 

 

（1）上位目標 

アルバニア全国の地方自治体において、3R を導入した持続可能な廃棄物管理（SWM）の枠

組みが確立され、全国的なゴミ減量の取り組みがなされる。 

 

（2）プロジェクト目標 

「国家廃棄物戦略」と「行動計画（アクションプラン）」の実施促進をめざした、環境省（Ministry 

of Environment：MOE）の 3R 政策推進及び地方自治体支援能力が強化される。 

 

（3）成 果 

成果 1： MOE により、全国の地方自治体における廃棄物管理状況と、各自治体の廃棄物管理へ

の 3R 導入に向けた課題が明らかにされる。 

成果 2： 地方自治体の廃棄物管理への 3R 導入に向けた最終化された 3R ガイドライン（案）が

作成される。 

成果 3： 小規模自治体（バウイディアス市 Vau i Dejes Municipality）の廃棄物管理における 3R 導

入に係るパイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 4： 中規模自治体（ツェリック市 Cerrik Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に係る

パイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 5： 大規模自治体（ティラナ市 Tirana Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に係るパ

イロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる。 

成果 6： MOE の各地方自治体に対する廃棄物管理分野における支援及び協力関係が強化される。 

 

（4）活 動 

＜成果 1 のための活動＞ 

1-1 MOE は JICA 専門家チーム（JICA expert team：JET）及び運輸・建設省（Ministry of Transport 

and Infrastructure：MTI）の協力の下、全国地方自治体の廃棄物管理の現状に関する既存情報

収集と分析を行う。 

1-2 MOE は JET 及び MTI の協力の下、廃棄物管理への 3R 導入にあたっての課題を抽出する。 

1-3 MOE は JET の協力の下、全国地方自治体を対象とした廃棄物管理に関するセミナーを開催
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し、全国の自治体当局者の意見や問題意識を把握する。 

1-4 MOE は JET の協力の下、全国地方自治体の廃棄物管理の現状及び 3R 導入に向けた基本方

針をまとめた報告書を作成する。 

1-5 MOE は JET の協力の下、全国地方自治体を対象とした上記報告書のセミナーを行う。 

1-6 MOE は JET 及び MTI と連携してインターネットにて上記報告書や参加型ワークショップ、

セミナーの情報を公開する。 

 

＜成果 2 のための活動＞ 

2-1 MOE は JET と協働し、上記報告書及び参加型ワークショップの結果を踏まえて、地方自治

体の廃棄物管理への 3R 導入のための JET が指導する 3R ガイドライン（案）の作成に取り

組む。 

2-2 MOE は JET 及び MTI の協力の下、全国地方自治体及びリサイクリング事業者に向けた 3R

ガイドライン（案）についての説明会を開催し、広く意見を求める。 

2-3 MOE は JET の協力の下、説明会での意見を反映して 3R ガイドライン（案）を改訂する。 

2-4 MOE と JET による 3R ガイドライン（案）最終化協議会が実施される。 

 

＜成果 3 のための活動＞ 

3-1 JET は対象自治体（Vau i Dejes Municipality）と協働して自治体管区内の廃棄物管理の現状を

調査し、ベースライン（パイロットプロジェクト開始時点のゴミ発生量、再利用・再資源化

の品目と量、最終埋立処分量、住民意識状況など）を把握（または推計）する。 

3-2 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合前の Bushat commune を対

象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

3-3 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合後の Vau i Dejes Municipality

を対象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

3-4 JET と MOE は対象自治体と協働して、3R アクションプラン（案）に基づいたパイロットプ

ロジェクトの計画・設計を行う。 

3-5 JET と対象自治体は、MOE の協力の下にパイロットプロジェクトを実施し、実施状況のモ

ニタリングを行う。 

3-6 JET と MOE は対象自治体と協働してパイロットプロジェクトの結果の評価（ベースライン

との比較を含む）と分析を行う。 

3-7 JET と MOE は、対象自治体と協働し、パイロットプロジェクトの報告書を作成する。 

3-8 JET と MOE 及び対象自治体が共催し、住民・関係者向けのパイロットプロジェクト報告会

を行う。 

3-9 JET と MOE 及び対象自治体は、パイロットプロジェクトの教訓を「3R ガイドライン」にフ

ィードバックする。 

 

＜成果 4 のための活動＞ 

4-1 JET は対象自治体（Cerrik Municipality）と協働して自治体管区内の廃棄物管理の現状を調査

し、ベースライン（パイロットプロジェクト開始時点のゴミ発生量、再利用・再資源化の品

目と量、最終埋立処分量、住民意識状況など）を把握（または推計）する。 
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4-2 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合前の Cerrik Municipality を

対象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

4-3 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合後の Cerrik Municipality を

対象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

4-4 JET と MOE は対象自治体と協働して、3R アクションプラン（案）に基づいたパイロットプ

ロジェクトの計画・設計を行う。 

4-5 JET と対象自治体は、MOE の協力の下にパイロットプロジェクトを実施し、実施状況のモ

ニタリングを行う。 

4-6 JET と MOE は対象自治体と協働してパイロットプロジェクトの結果の評価（ベースライン

との比較を含む）と分析を行う。 

4-7 JET と MOE は、対象自治体と協働し、パイロットプロジェクトの報告書を作成する。 

4-8 JET と MOE 及び対象自治体が共催し、住民・関係者向けのパイロットプロジェクト報告会

を行う。 

4-9 JET と MOE 及び対象自治体は、パイロットプロジェクトの教訓を「3R ガイドライン」にフ

ィードバックする。 

 

＜成果 5 のための活動＞ 

5-1 JET は対象自治体（Tirana Municipality）と協働して自治体管区内の廃棄物管理の現状を調査

し、ベースライン（パイロットプロジェクト開始時点のゴミ発生量、再利用・再資源化の品

目と量、最終埋立処分量、住民意識状況など）を把握（または推計）する。 

5-2 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合前の Tirana Municipality を

対象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

5-3 JET と MOE は対象自治体と協働して、上記調査結果を基に統合後の Tirana Municipality を

対象とした 3R アクションプラン（案）を作成する。 

5-4 JET と MOE は対象自治体と協働して、3R アクションプラン（案）に基づいたパイロットプ

ロジェクトの計画・設計を行う。 

5-5 JET と対象自治体は、MOE の協力の下にパイロットプロジェクトを実施し、実施状況のモ

ニタリングを行う。 

5-6 JET と MOE は対象自治体と協働してパイロットプロジェクトの結果の評価（ベースライン

との比較を含む）と分析を行う。 

5-7 JET と MOE は、対象自治体と協働し、パイロットプロジェクトの報告書を作成する。 

5-8 JET と MOE 及び対象自治体が共催し、住民・関係者向けのパイロットプロジェクト報告会

を行う。 

5-9 JET と MOE 及び対象自治体は、パイロットプロジェクトの教訓を「3R ガイドライン」にフ

ィードバックする。 

 

＜成果 6 のための活動＞ 

6-1 MOE は JET の助言の下、地方自治体に対する支援のあり方（例：制度的な仕組みとされた

会合の開催など）についての基本方針を策定する。 

6-2 MOE は JET の協力の下、地方自治体との廃棄物管理や 3R 促進に係る会合を開催する。 
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6-3 MOEは JETと地方自治体の協力の下、パイロットプロジェクト報告会、3Rガイドライン（案）

セミナー等を通じて、リサイクル事業者との交流を深める。 

6-4 MOE は JET と協働で、地方自治体向けのプロジェクト・ニュースレターを定期発行し、広

報を行い、また、インターネットでも公開する。  

6-5 MOE は JET と協働で、全国の地方自治体を対象に州ごとに 3R アクションプラン策定支援

ワークショップを実施する。対象自治体は 7 州 40 自治体ほどを想定する。 

6-6 MOE は JET と協働で、全国の地方自治体を対象に 3R アクションプラン策定のための訪問

指導を実施する。対象自治体は 7 州 40 自治体ほどを想定する。 

 

調査団は PDM の構成に基づいたプロジェクトの枠組みを概念図として図 1-1 のように可視化

し、調査関係者間の共通認識をもった。概念図の解釈は以下のとおりである。 

プロジェクト目標である「『国家廃棄物戦略』と『行動計画（アクションプラン）』の実施促進

をめざした、MOE の 3R 政策推進及び地方自治体支援能力が強化される」の達成のために、まず

成果 1 で現状・課題の把握を行い、成果 2 で 3R ガイドライン（案）の作成を開始する。成果 1

や 2 で得られた情報や方向性を基に、成果 3～5 の活動として小・中・大規模自治体でそれぞれ

3R の導入を試験的に行うパイロットプロジェクトを実施する。成果 3～5 の対象 3 自治体では、

現場でのパイロット活動経験から得られた知見を基にそれぞれの自治体で実施する 3R アクショ

ンプラン案の策定を行うとともに、中央にもフィードバックし、3R ガイドライン案のなかに現場

の具体的な事例として反映させる。一方、パイロットプロジェクト対象の自治体 3 カ所のみなら

ず、全国の自治体に対しても 3R ガイドラインの普及と自治体における 3R 活動の促進をめざすた

めに、プロジェクトは全国の自治体（ただし、時間的、資源的制約から実際にプロジェクトで対

象としたのは全国 12 州 61 自治体のうち、7 州 40 自治体）に対して実現性の高い 3R アクション

プラン作成支援、つまり具体的な 3R の取り組みの計画策定能力向上活動を行う（成果 6）。 

こうした一連の活動を実施することにより、アルバニア国内に 61 存在する自治体のうち 25 の

自治体でプロジェクト終了までに 3R アクションプランの素案が策定されることをめざす。これ

をもって、プロジェクト目標が達成されることになる。また、プロジェクト終了後 3 年が経過し

た段階では、アルバニア側の自助努力により、35 自治体で 3R アクションプランが作成され、3R

の取り組みが自治体により現場で実施され、廃棄物量の削減が実現することをめざす。 
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（出所：調査団作成） 

図１－１ プロジェクトの概念図 

 

１－３－３ プロジェクト期間 

2014 年 5 月～2017 年 5 月（約 3 年間） 

 

１－３－４ プロジェクト実施機関 

環境省（MOE） 

 
１－３－５ 対象地域 

ティラナ市（MOE の位置する場所） 

パイロットプロジェクト対象地：ティラナ市、ツェリック市、バウイディアス市 

 

１－３－６ 対象者 

＜直接対象者＞ 

MOE の SWM 担当部署 

＜間接対象者＞ 

ティラナ市、ツェリック市、バウイディアス市の SWM 担当部署、その他パイロットプロジェク

ト対象地の関係者 

 

１－４ 調査結果 

１－４－１ 合同終了時評価報告書 

第 2 章に記載した調査方針に基づき、評価 5 項目をベースに合同終了時評価報告書（Joint Terminal 

Evaluation Report）を作成した。同報告書の内容は、第 3～5 章に示す。 

 

１－４－２ 終了時評価結果に関する合意 

2017 年 1 月 26 日に開催した合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）により、本終

上位目標：アルバニア全国の地方自治体において、3R を導入した持続可能な廃棄物管理の枠組みが確立し、全国的なゴミ減量の取り組みがなされる 

プロジェクト目標：環境省の 3R政策推進及び地方自治体支援能力が強化される

「国家廃棄物戦略」と「国家廃棄物管理計画」の実施促進環境が整う 

成果 3：小規模自治体でのパ

イロットプロジェクト実施 
成果 4：中規模自治体でのパ

イロットプロジェクト実施
成果 5：大規模自治体でのパ

イロットプロジェクト実施

成果 1：環境省による全国の地方自治体における廃棄物管理状況明確化、

各自治体の廃棄物管理への 3R 導入に向けた課題の明確化 

成果 6：環境省の各地方自

治体に対する支援及び協力

関係強化 

成果 2：地方自治体の廃棄物管理 3R 導入に向けたガイドライン（案）の作成

自治体 3R アク

ションプラン

自治体 3Rアク

ションプラン
自治体 3R アク

ションプラン 

35 自治体 3R ア

クションプラン

25 自治体 3R ア

クションプラン

3R ガイド

ライン
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了時評価結果についてアルバニア側・日本側のプロジェクト関係者と共有・合意し、付属資料 2

のとおり合同終了時評価報告書を含むミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）を同日に締結した。 

 

１－４－３ 団長所感 

本プロジェクトは、EU 加盟をめざし EU 指令に準じた環境政策（廃棄物処分量の削減）を進め

るアルバニアにおいて、MOE の 3R 推進の政策・制度づくりの支援と地方自治体支援の能力強化

をめざすものであった。 

終了時評価時点の進捗について、成果 1 の状況調査と課題抽出は終了し、成果 2 の 3R ガイドラ

イン案作成はおおむね達成、成果 3～5 の各パイロットプロジェクトはおおむね順調、成果 6 の

MOE の自治体支援強化は中程度という達成状況であり、プロジェクト目標もおおむね達成の見込

みという評価となった。一方、MOE 職員の多忙さと人的な不足により、専門家との協働活動は難

しかった点はプロジェクト専門家が活動を進めるうえでの大きな障壁であった。 

今後、プロジェクト終了 3～5 年後に達成が期待される上位目標を達成するためには、3R アクシ

ョンプランが引き続き全国の自治体で作成され、そのアクションプランが具体的に実施されること

を通じ、一般廃棄物の減量の兆しがみえてこなければならない。プロジェクト終了後に、アルバニ

ア側での自律的、継続的な活動を期待するためにはプロジェクト終了時に MOE 職員により各自治

体が作成する 3R アクションプランを評価・指導する能力を身に付ける「成果 6」の達成度が重要

であるが、今回のこの評価は中程度であることから、今後の残り期間では、プロジェクト専門家に

はこれまで以上に MOE 職員への「技術移転」を意識した活動が求められる。具体的なアイデアと

して 3 月に開催予定の 3R ガイドラインセミナーで MOE 職員が講師となり、自治体からの参加者

へのガイドライン説明の主体となることや目下自治体と作成中の 3R アクションプランを MOE 職

員がチェック・指導するなど、主体的な関与を促すことなどが挙げられる。 

また今回、パイロットサイトの一つであるツェリック市で改善された戸別収集の様子を視察した

が、ベル収集方式（サウンドシステム）の導入と回収の定期化・効率化等により、散乱ゴミの改善、

排出マナーの改善とともに住民の行政サービスに対する信頼関係が醸成されつつある様子が確認

できた。本プロジェクトでめざすゴミの減量化には一朝一夕にはつながらないものの、SWM は住

民からの信頼が基本であることから、3R 活動の第一ステップは踏み出されつつあるといえる。ベ

ル収集方式（サウンドシステム）の収集車両への取り付けや、毎日の定期的な回収などは、少ない

費用で実施が可能で、かつ燃費の悪いコンパクターの代わりに、小型の一般トラックで回収するこ

とで、廃棄物事業の運営経費の削減にも成功していた。このようなツェリックに代表される自治体

での成功例を他の類似条件の自治体に共有し、普及させていくことが望まれる。 
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第２章 評価の方法 

２－１ 評価手法 

プロジェクト終了まで残すところ約半年となり、これまでプロジェクト目標がどれだけ達成された

か、上位目標の達成見込みはどの程度かなどを判断する時期を迎えた。プロジェクト終了を控えたこ

の時期に、終了時評価を行うことにより、プロジェクト活動の実績・成果の評価・確認を行った。ま

た、今後の提言及び他の類似事業の実施にあたっての教訓も導き出した。 

本終了時評価では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に従い、プロジェクト

の実績と実施プロセスを把握したのち、以下の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から分析を行った。 

 

（1）妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに合致

しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プ

ロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（Official Development 

Assistance：ODA）で実施する必要があるかといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問

う視点。 

 

（2）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（あ

るいは、もたらされるのか）を問う視点。 

 

（3）効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あるいは

されるか）を問う視点。 

 

（4）インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。予期

していなかった正・負の効果・影響を含む。 

 

（5）持続性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込みは

あるか）を問う視点。 

 

本評価はプロジェクト終了前の評価調査のため、（4）インパクト、（5）持続性に関しては、評価時

点での予測となっている。終了時評価では、これまでの実績を確認し、5 項目に従った評価を行い、

提言と教訓を引き出すことを目的としている。 

 

２－２ データ収集・分析方法 
調査では、さまざまな情報源から、複数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。調査手法及
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び情報源のトライアンギュレーションが可能となり、調査の信頼性を高めることができるからである。 

今回の調査、特に現地調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力している。

定量的なデータは既存の資料で既にある程度入手可能だったのに対し、定性的な情報、特にプロジェ

クト実施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、現地調査における情報収

集が不可欠だったからである。したがって、インタビュー、観察、そして自由記述欄を多く設けた質

問票調査など、定性的な情報を引き出すための手法を中心に調査がなされた。表 2 - 1 に、調査手法

と情報源をまとめた。また、主要な面談者については、「付属資料 1：主要面談者リスト」に記した。 

 

表２－１ データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 
政策文書、プロジェクト関連資料、プロジェクト報告書、JCC 等各種

会議議事録等 

質問票調査 プロジェクト専門家、カウンターパート（Counterpart：C/P） 

インタビュー プロジェクト専門家、C/P、関連機関職員 

観察・インタビュー バウイディアス市、ツェリック市、ティラナ市 

 

文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトの成果と実施プロセスを中心に確

認した。また、現地調査開始前に質問票を主要なプロジェクト専門家及び C/P
2
に対し電子メールで

配布し、調査団の現地入り前に質問票を回収した。プロジェクト専門家に対しては、質問票の回答に

基づいて現地調査開始前に電話等にて個別インタビューを行った。現地入りしてからは、質問票配布

先やその他関係者に対してインタビューを行い、補足情報の収集を行った。質問票の配布先でない政

府関係者等に対しても、それぞれ 1 時間程度のインタビューを行った。調査団はパイロットプロジェ

クト対象地のバウイディアス市、ツェリック市、ティラナ市も訪問し、関係者に対しインタビューを

行いながら定性データを中心に情報収集した。 

 

２－３ PDM の変遷 

調査実施時、プロジェクトは PDM の最新版であるバージョン 2 に基づいて実施されていた。プロ

ジェクトは PDM バージョン 0 に基づいて開始されたが、2016 年 1 月に成果 4 のパイロットプロジェ

クト実施対象地の中規模自治体をレジャ市（Lezhe Municipality）からツェリック市に変更したことを

反映させるのを主な目的として改訂され、PDM バージョン 1 が作成された。その際、指標のいくつ

かも精緻化された。 

PDM バージョン 1 から 2 への 2 度目の改訂は 2016 年 9 月に行われ、上位目標等の指標の目標値が

定められたほか、実態に合わせて活動が追加されたりした。 

評価実施に際し、プロジェクト管理のための要約表である PDM バージョン 2 及び業務工程表（Plan 

of Operations：PO）バージョン 0 と 3 に基づき（付属資料 2 の合同終了時評価報告書の「ANNEX 3-1」

及び「ANNEX 3-2」参照）、計画の達成状況や達成見込みを調べるための評価グリッド（付属資料 2

の合同終了時評価報告書の「ANNEX 4: Evaluation Grid」参照）を作成し、具体的な評価設問を定めた。 

                                                        
2 MOE のプロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャーの 2 人に事前配布したが、多忙等の理由により、回答は得られ

なかった。そのため、インタビューにより情報収集を行った。 
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上記のデータ収集により得られた情報は、「本章 2 － 1 評価手法」で示した評価 5 項目ごとに分析

された。最終的なデータの分析結果は、「第 4章 評価結果」に示した。 
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第３章 プロジェクトの実績 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始時より、総括、総合的 SWM、3R 政策推進・実施促進、運営管理／制度的

措置、住民啓発／環境教育、参加型アプローチといった分野で短期専門家が派遣されてきた。

これまでに投入された専門家は 47.13 人月である。 

専門家の投入に関する詳細は、付属資料 2 の合同終了時評価報告書の「ANNEX 5: List of 

Project Experts」を参照のこと。 

 

（2）研修員受入 

これまで 8 人の C/P が本邦研修に、8 人の C/P が第三国研修（コソボ共和国）に参加した。

本邦・第三国研修参加者の詳細は付属資料 2 の合同終了時評価報告書の「ANNEX 6: List of 

Counterpart (C/P) Training in Japan and Third Countries」を参照のこと。 

 

（3）供与機材 

コピー機、コンピュータ、ソフトウェア、デジタルカメラ等、総額約 80 万円分（5,738 ユー

ロ）の機材がこれまで供与された。これらの機材は日常的に使用されており、維持管理状況も

おおむね良好である。供与機材の詳細については、付属資料 2 の合同終了時評価報告書のの

「ANNEX 8: List of Provided Machinery and Equipment」を参照。 

 

（4）現地活動費 

調査時点で、約 2,695 万円
3
が現地活動費として支出された（表 3 - 1）。 

 

表３－１ 現地活動費 
（単位：日本円） 

項 目 2014 年 2015 年 2016 年 合 計 

一般業務費 

一般傭人 1,630,000 2,912,000 3,334,000 7,876,000 

特殊傭人 458,000 222,000 407,000 1,087,000 

車両関連 465,000 1,220,000 2,204,000 3,889,000 

賃貸借料 561,000 1,370,000 1,138,000 3,069,000 

消耗品 635,000 16,000 141,000 792,000 

旅費・交通費 45,000 0 0 45,000 

通信・運搬費 99,000 88,000 86,000 273,000 

資料等作成費 73,000 122,000 185,000 380,000 

水道光熱費 15,000 63,000 47,000 125,000 

                                                        
3 暫定的な数値であり、変更の可能性あり。 
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雑費
4 60,000 632,000 5,865,000 6,557,000 

合 計 4,041,000 6,645,000 13,407,000 24,093,000 

機材費 機材購入費 378,000 0 0 378,000 

再委託費 現地再委託 1,458,000 1,016,000 0 2,474,000 

総 計 5,877,000 7,661,000 13,407,000 26,945,000 

（出所：プロジェクト提供資料） 

注：2014 年については、2014 年 7 月から 2014 年 12 月の数値。 

 

３－１－２ アルバニア側の投入 

（1）人員配置 

MOE、MTI、自治体等計 12 人の職員が C/P として専門家の技術移転を受けている。C/P は皆、

プロジェクト活動を行うに十分な能力を有しているが、MOE の C/P については、他業務で多忙

であり、タイムリーなプロジェクト活動の遂行が困難になる局面が多い。 

C/P 配置の詳細については付属資料 2 の合同終了時評価報告書の「ANNEX 7: List of 

Counterpart Personnel (C/P)」を参照のこと。 

 

（2）ローカルコスト負担 

アルバニア政府は、2014 年 8 月から 2015 年 7 月まで MOE 内に置かれていた専門家執務室に

おけるインターネット接続費を以下のとおり負担した（表 3 - 2）。 

 

表３－２ アルバニア側によるローカルコスト負担 
（単位：日本円） 

項 目 2014 年 2015 年 2016 年 合 計 

インターネット接続料 23,750 33,250 0 57,000 

（出所：プロジェクト提供資料） 

注：インターネット使用料は 4,750 円/月（現在賃貸しているプロジェクト事務所と同額）と想定。 

 

（3）設備等 

2014 年 8 月から 2015 年 7 月まで、MOE 内にて事務用机・椅子 2 組、書庫 1 組、インターネ

ット接続、電気、水道が備わったプロジェクト事務所が提供された。MOE は 2015 年 8 月に移

転し、移転先ではプロジェクト用の執務室を手配することができなくなった。なお、それまで

MOE 内で手配されていた執務室に関しても、広さが十分でなかったため、当時から現在に至る

まで、専門家チームは MOE から徒歩 10 分程度の場所に賃貸の事務所スペースを借りている。 

 

３－２ 成果の実績 

３－２－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1 は「MOE により、全国の地方自治体における SWM 状況と、各自治体の SWM への 3R 導

入に向けた課題が明らかにされる」である。表 3	-	3 は、PDM バージョン 2 に記載された成果 1 の

指標とそれぞれの達成状況を示している。 

                                                        
4 パイロットプロジェクト実施のための費用含む。 
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表３－３ 成果 1の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 
自治体の廃棄物管理の現状

と 3R 導入への課題に関す

る分析レポート 

＜達成済＞ 
分析レポートは完成した。 

2 

地方政府を対象とした参加

型のセミナーが 1 回開催さ

れる。 

＜達成済＞ 
2015 年 2 月 26 日に開催した「全国廃棄物管理状況報告セミナ

ー」にて、3R ガイドラインに使用するゴミ処理フローを自治体

に対して説明。42 機関・団体より 64 人が参加した。 

3 
報告セミナーが 1 回開催さ

れる。 
＜達成済＞ 
「全国廃棄物管理状況報告セミナー」が 2015 年 2 月 26 日に開

催され、全国廃棄物管理状況調査の結果が発表された。 
（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）成果 1 の達成状況 

成果 1 は達成された。 

 

（2）達成状況の詳細 

表に示したように、指標に定められた項目はすべて達成された。成果 1 の活動として、全国

廃棄物管理状況調査が 2014 年 9 月から 11 月まで実施され、アルバニア国内 12 州、373 自治体

（2015 年に行われた自治体統合前の Municipality 及び Commune）すべてを網羅した各自治体の

データが収集された。調査の結果、アルバニアにおいて 3R を導入する際の課題等が明らかに

されたとともに、収集されたデータは、自治体が 3R を実施していく際に客観的な拠り所とな

る情報として有用なものとなった。 

調査結果は、セミナーにて発表され、42 の団体・機関から 62 人の参加を得た。成果 1 の達

成は、プロジェクトがその後、成果 2～6 を進めていくうえ必要不可欠なベースとなっている。

以上から、成果 1 は十分産出されたと判断できる。 

 

３－２－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2 は「地方自治体の廃棄物管理への 3R 導入に向けた最終化された 3R ガイドライン（案）

が作成される」である。表 3	-	4 は、PDM バージョン 2 に記載された成果 2 の指標とそれぞれの達

成状況を示している。 

 

表３－４ 成果 2の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 

中央、自治体政府関係者が参

加した 3R ガイドラインワー

クショップが開催される。 

＜達成済＞ 
2015 年 2 月 26 日に開催した「全国廃棄物管理状況報告セミナー」

にて、3R ガイドラインに使用するゴミ処理フローを自治体に対して

説明。42 機関・団体より 64 人が参加した。 

2 

3R ガイドライン（案）説明セ

ミナー兼パイロットプロジェ

クト中間評価セミナーが開催

される。 

＜達成済＞ 
3R ガイドライン（案）説明セミナー兼パイロットプロジェクト中間

評価セミナーが 2016 年 3 月 26 日に開催された。 
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3 

3R ガイドライン（案）が最終

化される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜実施中＞ 
3R ガイドライン（案）を現在作成中。 
第 1～6 章については、ドラフト完成済。第 7 章「3R アクションプ

ランの成果事例」及び第 8 章「3R 活動事例」については現在執筆中。

執筆が予定されている第 7、8 章の節は以下のとおり。 
7.1 「3R アクションプランを策定した自治体の廃棄物管理の実態

事例」 
7.2「各モデル都市における 3R アクションプランの概要とそれに

基づき選定された 3R パイロットプロジェクト」 
8.1 「3 パイロット都市におけるパイロットプロジェクトの実践と

教訓に基づく 3R 活動事例」 
8.2 「3R 活動事例（一般事例の紹介）」 

（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）成果 2 の達成状況 

成果 2 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成される見込み。この後、残り 2 つの章

を執筆し、さらに、ガイドライン実施モニタリング、改訂について規定した節を追加すればガ

イドライン案は完成する。 

 

（2）達成状況の詳細 

3R ガイドラインの執筆は現在最終段階を迎えており、第 7、8 章が作成されれば完成する予

定である。これら残りの 2 章は、成果 3～5 で実施されたパイロットプロジェクトから得られた

好事例や教訓などを扱ったものである。ただし、現在作成中のドラフトには、自治体の 3R ア

クションプランの実践をモニタリングする体制や、将来、3R ガイドラインの改訂をどのように

行っていくかについて書かれた章はない。 

3R ガイドラインは、自治体を対象に、廃棄物削減・3R 促進のためのさまざまな実践的な手

法や技術を紹介したアルバニアにとって初めての文書となる。現在、アルバニアにおいて国家

廃棄物管理戦略・計画・行動計画といった SWM に係る各種政策が実施されているが、3R ガイ

ドラインはこれらの政策の一翼を担う技術文書として認知され、自治体が適宜参照し、活用し

ていくものになるはずである。 

3R ガイドラインには、成果 1 で実施された全国廃棄物管理状況調査の結果に加え、3 カ所の

パイロットプロジェクト実施自治体にて行われたゴミ量・ゴミ質調査、リサイクル調査、処分

場調査、ゴミ収集状況調査、住民啓発活動調査、住民意識調査等、各種調査から得られたデー

タも掲載される見込みで、自治体の現況ゴミフロー作成の際に活用可能なものとなっている。

こうしたデータの掲載が実現したことも、3R ガイドラインの価値を高めている（Box 3 - 1）。 

 

Box３－１ 3R ガイドラインの価値：データの信頼性 

プロジェクトでは、成果 1 において全国廃棄物管理状況調査を実施したほか、成果 3～5 の活動

としてパイロットプロジェクト対象自治体におけるゴミ量・ゴミ質調査等、現場の廃棄物の実態を

つぶさに調査してデータを収集した。これらのデータは、プロジェクトチームが自治体に直接情報

の提供を依頼したり、現場に足を運んで収集したりしたものであり、今後、3R ガイドラインに掲

載される予定である。 

一方で、プロジェクト開始以前にアルバニアにおいて得られていた廃棄物に関するデータは、信
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頼性が高いとはいえないものが多かった。例えば、パイロットプロジェクト対象自治体の 1 つであ

るバウイディアス市の SWM 担当職員はこのように語っている。 

「バウイディアス市のブシャット行政区は農村地域を多く抱える行政区であるが、これまでは、

この行政区の住民 1 人 1 日当たりの家庭ゴミの量は、700ｇ程度だと思っていた。国が提供する統

計、データがそうなっているからである。しかし、プロジェクトで実際に廃棄物量を測定したとこ

ろ、331ｇという結果になった。これまで思っていたよりも半分近く少ない量だったので驚いた。

廃棄物の収集・運搬は外部の業者に委託しているので、これからはプロジェクトで得られた正確な

データに基づき、適正な料金で委託するようにしたい」。 

すべての自治体がこのように実際の量とこれまで思っていた量との間に著しい乖離があったわ

けではない。しかし、多くの自治体は、3R ガイドラインに掲載されているデータから、より正確

な廃棄物量及び質についての情報を得られるようになり、適切な SWM の計画が立てられるように

なったほか、将来の廃棄物量・質の変動見込み等も立てやすくなった。 

これまでアルバニアで広く使われていたデータの多くは、何ｔトラックが廃棄物処分場に何回運

搬・廃棄したか、といった情報に基づき、概算で廃棄物量を算出して得られたデータであった。実

際に家庭から出されたゴミの中身を確かめて、ゴミの量や組成を確かめるデータ収集手法を用いた

のは本プロジェクトが初めてだったと思われ、C/P はもとより、他ドナーからも、「JICA はそこま

でするのか」と一様に驚かれたという。現在作成中の 3R ガイドライン案については、既に他ドナ

ーから、ガイドライン掲載予定のデータを心待ちにする声が聞かれている。また、現場でのデータ

収集手法のノウハウについて詳しく知りたい、と興味を示しているドナーもある。現場を重視する

JICA 技術協力プロジェクトだからこそ得られたデータであり、データの信頼性という意味では、

アルバニアにおいて他とは一線を画す価値のあるものだといえよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ゴミ量・ゴミ質調査に参加した経験を語るバウイディアス市の SWM 担当職員 

（出所：調査団作成） 

 

３－２－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3 は、「小規模自治体（バウイディアス市 Vau i Dejes Municipality）の廃棄物管理における 3R

導入に係るパイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる」である。表 3	-	5 は、PDM

バージョン 2 に記載された成果 3 の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
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表３－５ 成果 3の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 

統合前（Bushat Commune）を

ベースとした現況調査結果、

問題分析結果に基づく 3R ア

クションプラン（案）が作成

される。 

＜達成済＞ 
統合前ブシャット・コミューンの 3R アクションプラン（案）は作

成済み。 
 
 

2 

統合後（Vau i Dejes）を対象

とした 3R アクションプラン

（案）が作成される。 

＜実施中＞ 
バウイディアス市の 3R アクションプラン（案）は作成中。各旧自

治体のデータで不足している部分の情報提供、パイロットプロジェ

クト結果を受けて、今後数値を最終化する。 

3 

3R アクションプラン（案）に

基づくパイロットプロジェク

トが実施される。 

＜実施中＞ 
パイロットプロジェクトが 2016 年 12 月まで実施され、課題抽出を

完了。数的整理や資料整理に基づく最終的な提言のまとめは 2017 年

3 月のワークショップにて行われる予定。 

（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）成果 3 の達成状況 

成果 3 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、バウイディアス

市の 3R アクションプラン（案）を仕上げ、パイロットプロジェクト報告書を完成させる必要

がある。 

 

（2）達成状況の詳細 

成果 3 のパイロットプロジェクトは、アルバニアの自治体統合及び地方選挙の影響で約半年

遅れのスタートとなった。対象地域はバウイディアス市のブシャット行政区で、農村地域にお

ける 3R 推進を試行するものだった。 

ブシャット行政区は農業が主たる産業であり、4,600 世帯から排出される大量の農業系ゴミの

問題に加え、300 カ所に設置された道路脇一般ゴミ収集コンテナ周辺のゴミ散乱問題に頭を悩

ませていた。こうした状況下、廃棄物削減をめざし、パイロット活動が以下のフェーズに分け

て実施された。 

 

表３－６ バウイディアス市におけるパイロットプロジェクトのフェーズ分け 

フェーズ 活 動 ねらい 最終的なゴール 

フェーズ 1 収集改善（収集の質と

頻度の検証） 
自治体による包括的かつ一元的なサービス

を実施してみることで現状把握・課題抽出を

行い、収集サービスを頻繁に実施して市民の

行政サービスに対する理解を得る。 

効率的な廃棄物収

集 

フェーズ 2 分別コンテナ設置に

よる廃棄物排出マナ

ー向上 

地域の状況に適した収集モデルを導入する

ことで、住民のマナー向上や理解を促進さ

せ、収集効率の向上もめざす。 

収集場所の環境美

化 

フェーズ 3 農業系ゴミの堆肥化

（コンポスト）試行 
農業系ゴミの減量化をめざしたオンサイト

及びオフサイト・コンポストの導入を試行・

検証する。 

廃棄物減量 

（出所：プロジェクト提供資料を基に調査団作成） 

 



－17－ 

パイロット活動では農業系ゴミと一般ゴミ（家庭ゴミ）とを分けて排出するためのコンテナ

が設置され、住民に新たなルールを周知させた。一般ゴミのコンテナはこれまでと同様の形状

であるが、農業系ゴミ用のコンテナに関しては、地面に埋め込むかたちのデザインが採用され

た。農家は農業系ゴミを台車やカートに乗せて持ち込むので、コンテナが地下に設置されてい

ると、わざわざ手でゴミを持ち上げることなく、そのまま台車から落とすかたちで中身を廃棄

することができる（Box 3 - 2）。そのため、以前は持ち上げるのが大変だったために、一般ゴミ

コンテナの周りの地面に廃棄されていた農業系ゴミは、きちんとコンテナに捨てられるように

なり、不衛生な環境が改善された。 

コンテナ周りのゴミの散乱がなくなったお陰で、廃棄物収集・清掃も劇的に容易になった。

以前は、一カ所を収集・清掃するのに 45 分程度要していたものが、農業系ゴミコンテナ設置後

は 5 分で終了するようになったのである。 

このように、フェーズ 1 と 2 では期待した成果が得られたが、最終処分所に廃棄されるゴミ

の量が削減されたかというと、それに至るには課題が多いことが明らかになった。フェーズ 3

では廃棄物量の削減をめざし、オンサイト・コンポスト（家庭等の発生源での堆肥化をするも

の）及びオフサイト・コンポスト（収集して一カ所で堆肥化をするもの）を試行したが、現在

は、オンサイト・コンポストを 10～12 程度の農家が試行しているにすぎない。オフサイト・コ

ンポストについては、検討したものの、経済的に実現可能性が低いという結果になった
5
。オン

サイト・コンポストについても、農家が化学肥料に依存していること、質の良いコンポストを

つくるための材料が入手できないこと、堆肥化に適した気候ではないこと、コンポスト作業に

手間暇がかかるため農家が敬遠していることなどから、普及には課題が山積している状況である。 

このように、パイロットプロジェクトでは、ブシャット行政区のような農村地域において、

有効な廃棄物減量手法を提案するには至らなかったわけだが、自治体では、住民にオンサイト・

コンポストを奨励するための財政的な手法の導入を検討しようとする動きも出ている。つまり、

技術的な手法だけでは問題を解決できないような今回のケースでは、政策的、あるいは財政的

手法（例えば税金の減免等）を同時に導入して廃棄物削減を図るといった多角的な考え方を自

治体に対して示すことができたといえる。このように、パイロットプロジェクトにより、廃棄

物削減のさまざまな可能性と同時に課題についても明らかにすることができたので、成果 3 は

おおむね達成の見込みであると判断できる。 

 

Box３－２ 住民のニーズに合った農業系ゴミ収集コンテナ 

バウイディアス市の農村地域が抱える一番の問題は、農業系ゴミの量の多さであった。家庭ゴミ

用のコンテナが道路沿いに設置されているものの、農業系ゴミを台車に乗せて運んでくる農家は、

重量のあるゴミを持ち上げてコンテナの中に入れることは大変なので、コンテナの周りの地面に山

積みにして捨てていくというケースが跡を絶たなかった。コンテナの周りは不衛生になりがちで、

ビニール袋や生ゴミといった家庭ゴミもコンテナの周りの地面に捨てられ、時には道にまで廃棄物

があふれ出てしまうような劣悪な状況だった。 

そこで、プロジェクト専門家のアイデアで、地面に埋め込んだかたちの農業系ゴミ専用コンテナ

                                                        
5 第一に、オフサイトのコンポスト施設を設置するには多額の投資が必要となる。第二に、施設が稼働したとしても、当該地域か

ら排出される農業系ゴミでは、その組成から、商品として販売できるような質の高いコンポストをつくることはできない。第三

に、地域の農家は化学肥料に依存して農業を行っているため、コンポストそのものの市場ニーズがほとんどない。 
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を家庭ゴミ用のコンテナとは分けて設置することにした。台車に乗せて農業系ゴミを運んできた農

家は、そのまま台車から下に落とすかたちで簡単にゴミを捨てられるため、住民にも好評である。

かさばる農業系ゴミは専用コンテナに分けて捨てられるようになり、以前のように家庭用ゴミ用コ

ンテナが溢れ、コンテナの周りに農業系ゴミと家庭ゴミ両方が散乱するといった不衛生な状況は発

生しなくなった。 

ただし、調査時に観察したところ、農業系ゴミ用コンテナにビニール袋や包装紙といった家庭ゴ

ミが混じっている状況が確認された箇所もあった。ゴミ排出マナーに関する住民への啓発は、自治

体の努力により継続的に行っていく必要があるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンテナの周りに散乱した 
農業系ゴミと家庭ゴミ 

 

農業系ゴミ用コンテナ設置で 
ゴミ出しマナーが向上 

 

（出所：調査団作成） 

 

３－２－４ 成果 4 の達成状況 

成果 4 は、「中規模自治体（ツェリック市 Cerrik Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に

係るパイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる」である。表 3 - 7 は、PDM バー

ジョン 2 に記載された成果 4 の指標とそれぞれの達成状況を示している。 

 

表３－７ 成果 4の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 

統合前（Cerrik Municipality）
をベースとした現況調査結

果、問題分析結果に基づく 3R
アクションプラン（案）が作

成される。 

＜達成済＞ 
統合前ツェリック市の 3R アクションプラン（案）は作成済み。 
 
 
 

2 
統合後（Cerrik Municipality）
を対象とした 3R アクション

プラン（案）が作成される。 

＜達成済＞ 
統合後ツェリック市の 3R アクションプラン（案）は作成済み。 
 

3 

3R アクションプラン（案）に

基づくパイロットプロジェク

トが実施される。 
 

＜実施中＞ 
パイロットプロジェクトが 2016 年 12 月まで実施され、課題抽出を

完了。数的整理や資料整理に基づく最終的な提言のまとめは 2017 年

3 月のワークショップにて行われる予定。 
（出所：プロジェクト提供資料） 
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（1）成果 4 の達成状況 

成果 4 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、パイロットプロ

ジェクト報告書を完成させる必要がある。 

 

（2）達成状況の詳細 

成果 4 のパイロットプロジェクトは、スイス開発協力省（Swiss Agency for Development and 

Cooperation：SDC）が支援する「地方分権と地域開発プログラム（Decentralization and Local 

Development Program：DLDP）」との調整に時間がかかり、予定よりも約 1 年遅れてスタートし

た。当初計画では、成果 4 のパイロットプロジェクト対象自治体は中規模自治体であるレジャ

市としていたが、レジャ市は DLDP の対象自治体で、DLDP の活動分野も本プロジェクトと類

似していたことがのちに明らかになった。そのため、DLDP との重複を避けるため、新たにツ

ェリック市を対象自治体として選定し、パイロット活動を開始した。 

こうした遅延にもかかわらず、フェルマ（Ferma）、カンティエール（Kantier）の住宅地区を

対象にしたツェリック市のパイロットプロジェクトは、2016 年 12 月末をもって成功裏に終了

した（Box 3 - 3）。これらの住宅地区は、道幅の狭い通路で区切られており、廃棄物収集のため

の大型コンテナの設置が困難なエリアである。そのため、効率的な廃棄物収集が困難で衛生的

な環境を維持するのが難しいという課題を抱えていた。こうした地域は農村／半農村地域では

ありながら、戸建住宅やアパートがある程度密集して建っているという特徴をもつ。そこで、

この特徴にマッチした資源ゴミ・廃棄物収集の新たな手法をパイロットプロジェクトで模索す

ることとなった。具体的なパイロット活動は以下ようにフェーズ分けで行われた。 

 

表３－８ ツェリック市におけるパイロットプロジェクトのフェーズ分け 

フェーズ 活 動 ねらい 最終的なゴール 

フェーズ 1 決まった曜日・時間の

戸別収集サービスの

提供による排出・収集

改善 

1. 決まった曜日、時間にゴミの収集サービス

を提供することにより、収集サービスの質

が向上する。 
2. 排出ルールに従って、適正な排出マナーが

向上する。 
3. ゴミが散乱している状況から改善する。 

効率的な廃棄物収

集 
 
収集場所の環境美

化 

フェーズ 2 戸別収集サービスに

おける資源ゴミの分

別収集 

1. 住民のゴミの減量化・資源化に対する意識

が高まる。 
2. 環境改善に貢献する本取り組みを通じて、

市の廃棄物行政に対する住民の理解が得

られる。 
3. 収集及び処分ゴミ量の減量化を図ること

ができる。 
4. 処分場の環境改善の一助となる。 

廃棄物減量 

（出所：プロジェクト提供資料を基に調査団作成） 

 

パイロットプロジェクトでは、対象地域の約 300 世帯を対象に廃棄物・資源ゴミの戸別収集

システムを新たに導入したことによって、効率的な廃棄物収集と環境美化が実現した。地域住

民の協力も得られ、道路脇のコンテナ周りに散逸していた廃棄物の問題も 1 年以内に解決する

ことができた。戸別収集システムは、効率的な廃棄物収集を実現できただけでなく、収集に係



－20－ 

る費用も下げることができ、コスト効率性を向上させることができた。 

この成功に後押しされ、ツェリック市は、徐々に戸別収集の対象地域を自治体の財源により

自助努力で拡大してきており、調査時にはパイロットプロジェクト対象地域外の 2,400 人の市

民が戸別収集の対象となっていた。一方で、資源ゴミの回収については課題に直面している。

対象地域の住民からの PET ボトル、プラスチック、缶といった廃棄物の排出量はごくわずかで

あり、少量の有価物を回収するのにはコストがかかってしまうからである。2016 年 4 月から 11

月の 8 カ月の間に回収されたこれらの資源ゴミの総量は 263.5 ㎏、1 日当たりわずか 1.09 ㎏で

あった。約 250 ㎏の有価物の売却益は 3,700 レク、日本円にして 3,300 円にとどまった。そのた

め、自治体は現在、より費用を掛けずにリサイクルを実施する手法を検討しているところであ

る。 

こうした残された課題はあるものの、ツェリック市でのパイロットプロジェクトは、対象地

域におけるリサイクルの課題を明らかにし、戸別収集を行うことにより、効率的な廃棄物収集

と環境美化を実現する手法を提示することができた。これらの経験は、他の類似地域において

も適用できるものである。以上のことから、成果 4 はおおむね達成の見込みであると判断でき

る。 

 

Box３－３ 戸別収集を成功させるための信頼構築 

ツェリック市の戸別収集は成功例として紹介できるものであるが、開始当初は住民に収集日時を

周知させたり、排出マナーを徹底させたりするのは容易ではなかった。住民に対して環境意識の向

上や行動変容を促すためには、指示を出した行政側が、住民の信頼を裏切らないように、きちんと

約束を果たすことが非常に重要である。実際、車両故障等のトラブルに見舞われ、決められた時間

に収集に行けないといったトラブルが発生し、そうした場合には、住民の落胆は大きく、行政サー

ビスに対して懐疑的になってしまったりしたようだ。 

このような苦い経験を経て、市は、いかに決められた日時に正確に収集を行うことが重要かを学

び、今まで以上に車両整備を慎重に行ったり、どうしても収集ができない場合には、事前に住民に

連絡をして混乱が起きないようにするなど、住民との信頼関係構築に尽力するようになった。 

道路脇に置かれたコンテナによる廃棄物収集と異なり、戸別収集の強みは、収集スタッフと住民

とが、お互い顔が見える関係を築けることである。調査時にも、住民が収集スタッフに声を掛けな

がらゴミ出しをしたり、あるいは収集スタッフが道の脇に落ちているゴミを自発的に拾って収集す

るなどの姿を観察することができた。お互いの顔が分かっているからこそ、ゴミ出しマナーが向上

し、収集スタッフも「この村を美化しているのだ。住民に感謝される仕事をしたい」と、やりがい

をもって仕事に取り組むことができているのだろう。こうした日常のやり取りこそが、住民と行政

側との信頼関係構築に最も重要な要素だといえる。 

戸別収集を成功させるには、もちろん効率的な収集ルートの選定や収集日時の周知徹底等さまざ

まな工夫が必須であるが、それらの取り組みを下支えしているものとして、上に記載したような住

民との信頼関係構築の重要性を忘れてはならない。 
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スピーカーから音楽を流して住民
に廃棄物収集車の到着を知らせる 
ベル収集方式（サウンドシステム） 

収集車の到着を玄関前で待ち、 
直接収集担当者にゴミを手渡す住民 

 

 

なお、戸別収集にあたっては、トラックに据え付けたスピーカーから音楽を流し、住民に収集車

が来たことを知らせるベル収集方式（サウンドシステム）が導入された。専門家は当初、日本でも

一般的に使われているオルゴール音を紹介したが、ツェリック市職員は自分たちで音楽を選びたい

といい、複数人で集まって、アルバニアに古くから伝わる童謡「Moj Bubrrec（「やーい、虫さん」

の意味。忙しく動き回る愛らしい小さな虫を描写した歌）」を選んだ。日本人の感覚からすると、

街中で流すにしてはやや賑やかすぎると感じられる歌であるが、関係者・住民には好評で、「Moj 

Bubrrec といえば戸別収集」とイメージが定着しているようである。 

小さなことではあるが、プロジェクト活動の実施の際、さまざまな選択肢を相手国に提供し、地

元の人の感覚に合う最善の選択をしてもらうというのは、「あなたの意志を尊重していますよ」と

いうメッセージを伝えることになる。また、動機づけの観点からいえば、相手の自律性欲求を支援

することになり、相手にプロジェクトに対するオーナーシップをもってもらうきっかけとなり得

る。プロジェクトチームと C/P との間の信頼関係構築という観点から、そして C/P のモチベーショ

ン向上の観点から、相手に選択肢を与えるという手法は有効である。 

（出所：調査団作成） 

 

３－２－５ 成果 5 の達成状況 

成果 5 は、「大規模自治体（ティラナ市 Tirana Municipality）の廃棄物管理における 3R 導入に係

るパイロットプロジェクトが実施され、課題が明らかにされる」である。表 3 - 9 は、PDM バージ

ョ 2 に記載された成果 5 の指標とそれぞれの達成状況を示している。 

 

表３－９ 成果 5の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 

統 合 前 自 治 体 （ Tirana 
Municipality）をベースとし

た現況調査結果、問題分析

に基づく 3Rアクションプラ

ンが作成される。 

＜達成済＞ 
統合前ティラナ市の 3R アクションプラン（案）は作成済み 
 
 
 

2 
統合後（Tirana Municipality）
を対象とした 3Rアクション

＜実施中＞ 
統合後ティラナ市の 3R アクションプラン（案）は作成中。各旧
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プラン（案）が作成される。 自治体のデータで不足している部分の情報提供、パイロットプロ

ジェクト結果を受けて、今後数値を最終化する。 

3 

3R アクションプランに基づ

くパイロットプロジェクト

が実施される。 
 

＜実施中＞ 
パイロットプロジェクトが 2016 年 12 月まで実施され、課題抽出

を完了。数的整理や資料整理に基づく最終的な提言のまとめは

2017 年 3 月のワークショップにて行われる予定。 
（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）成果 5 の達成状況 

成果 5 は、プロジェクト期間終了までにおおむね達成の見込み。こののち、ティラナ市の 3R

アクションプラン（案）を仕上げ、パイロットプロジェクト報告書を完成させる必要がある。 

 

（2）達成状況の詳細 

成果 5 のパイロットプロジェクトは、アルバニアの自治体統合及び地方選挙の影響で約半年

遅れのスタートとなった。対象地域は首都ティラナ市で、さまざまな経済状況の住民が集まる

人口急増地区であるラプラカ（Lapraka）地区を対象に、学校でのリサイクル活動を通じてコミ

ュニティ全体の啓発をめざすパイロットプロジェクトが行われた。 

活動は、第 1 フェーズでは生徒を主な対象に、第 2 フェーズでは生徒の保護者を中心とした

コミュニティ全体を主な対象にして以下のとおり行われた。 

 

表３－10 ティラナ市におけるパイロットプロジェクトのフェーズ分け 

フェーズ 活 動 ねらい 最終的なゴール 

フェーズ 1 学校での資源物分別

排出・収集 
1. 学校内での適切な資源物分別習慣の確立。 
2. 対象地区での資源物発生状況の正確な把

握と住民との対話の確立。 

廃棄物減量 
 
環境啓発 

フェーズ 2 学校周辺地区への資

源物分別排出・収集の

拡大 

1. 地域住民が分別排出の意義とルールを理

解する。 
2. ラプラカ地区においてコンテナへ排出さ

れるゴミから資源ゴミが相当量減少する。 
3. ラプラカ地区に設置されているコンテナ

収集周辺が衛生的に保たれる。 

廃棄物減量 
 
環境啓発 

（出所：プロジェクト提供資料を基に調査団作成） 

 

ラプラカ地区の公立 5 校がパイロットプロジェクトに参加し、PET ボトル、アルミ缶、ビン

の回収と環境啓発活動を実施した。各学年の生徒代表から構成される有志による「環境グルー

プ」も各校で発足し、生徒やコミュニティに対する環境啓発活動を活発化させた。近所の商店

や喫茶店等から資源ゴミを回収したり、さまざまな環境啓発チラシを手づくりで作成したりと

いった生徒の創意工夫による自発的な取り組みも行われた。プロジェクトが実施したアンケー

ト調査では、生徒や保護者から肯定的な反応が得られた。 

ただ、5 校から集められた資源ゴミの売却益は決して多くなく、2016 年の 3 カ月間で 9,104

レク、日本円にして約 8,100 円にとどまっている
6
。しかし、各校が現在まで 1 年以上、週 1 回

のリサイクル活動を大きな課題に直面することなく行っており、パイロットプロジェクトが終

                                                        
6 回収された資源ゴミは PET ボトル 167 ㎏、アルミ缶 51 ㎏、ビン 471 ㎏。 
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了した現在でもこの活動を続けているという事実は注目に値するだろう。学校をエントリーポ

イントにしたリサイクル活動は、生徒のみならず、コミュニティ全体への啓発効果や行動変容

促進という観点から有効な手法であるといえる。 

ティラナ市は、この手法の有効性を認識し、パイロットプロジェクトが終了したのちも同様

の手法を継続して実施していきたいとの意向を示している。具体的には、ティラナ市全体で、

すべての公立学校を対象に実施するというものである。現在、ティラナ市の SWM 担当部署は、

廃棄物収集の委託先である業者に対して、パイロットプロジェクトでの経験を参考にして、同

様の活動をするように依頼することを計画している。ただし、パイロットプロジェクト実施時

には、廃棄物収集業者の参加はなく、市の職員が事業の実施主体として参加するかたちで行わ

れたので、業者に委託するとなった場合には、職員から業者にパイロットでの経験を丁寧に伝

えていく必要があるだろう。パイロット活動で成功したリサイクル活動や環境啓発活動の質を

低下させることなく、スムーズに業者に業務を引き継いでいくことが重要となる（Box 3 - 4）。 

 

Box３－４ 廃棄物収集業者への環境啓発業務委託 

パイロットプロジェクトが終了した現在、ティラナ市はこの学校を通じた啓発活動を、市が自ら

行うのではなく、廃棄物収集運搬業者に対して委託するかたちで継続する意向である。市によると、

2008 年から業者と締結している契約書には「市民に対する啓発活動を行う」という条項が盛り込

まれているものの、簡単なチラシを印刷して配布するといった形式的な活動しか業者は行っておら

ず、パイロットプロジェクトのような効果的な活動を行う業者はこれまで存在しなかったとのこ

と。そこで、市としては、パイロットプロジェクトの知見を生かした活動を業者に実施してもらい

たいという意向である。 

しかし、これまでパイロット活動に携わってきたのは市の廃棄物担当職員であり、業者は参加し

ていない。パイロット活動実施のノウハウについては、プロジェクトの報告書等で一定程度知るこ

とは可能であろうが、現場を経験したことから得られた暗黙知ともいうべき知見は市職員がもって

いる状態である。この暗黙知をどれだけ業者に伝えていけるのか、そして契約委託先である業者が、

契約金額内で実際にどれだけの労力をかけて啓発活動に取り組むことができるのか、といった点に

ついては、不確実要素が大きいといわざるを得ない。 

理想としては、ティラナ市自らが、これまでの活動を継続し、市の取り組みとして学校を拠点と

したリサイクル啓発活動に取り組んでいくのが望ましい。しかし、現実的に業者に委託するという

選択肢しかないのであれば、どのように業者に暗黙知を伝えるのか、啓発活動の質の担保のために

はどのように契約内容を工夫してくのか、といった議論を今後行い、パイロットプロジェクトで得

られた効果を今後も持続させていくように最大の努力を行っていくべきであろう。 
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パイロットプロジェクトを実施した小学校 小学校で毎週金曜日に回収される資源ゴミ 
 

（出所：調査団作成） 

 

３－２－６ 成果 6 の達成状況 

成果 6 は、「MOE の各地方自治体に対する廃棄物管理分野における支援及び協力関係が強化され

る」である。表 3 - 11 は、PDM バージョン 2 に記載された成果 6 の指標とそれぞれの達成状況を

示している。 

 

表３－11 成果 6の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 

MOE の主催する地方自治体

を対象とした、3R 活動に係る

会合が 5 回開催される。 

＜実施中＞ 
これまで以下の会合が 4 回開催された。 
1.  3R ガイドラインに使用する Waste flow の自治体への説明セミナ

ー（2015 年 2 月 26 日開催） 
2.  28 の中央、自治体政府関係者が参加した 3R ガイドラインワーク

ショップ（2015 年 5 月 12 日開催） 
3.  3R ガイドライン（案）説明セミナー兼パイロットプロジェクト

中間評価セミナー（2016 年 3 月 23 日開催） 
4.  全国廃棄物管理状況報告セミナー（2015 年 2 月 26 日開催） 

2 

パイロットプロジェクト活動

を通じて環境省とリサイクル

会社による会合が 2 回開催さ

れる。 

＜未達成＞ 
開催されていない。 

3 
ニュースレターが 5 回発行さ

れる。 
＜実施中＞ 
3 号まで発行済み。 

4 

地方自治体を対象とした 3R
アクションプラン策定支援ワ

ークショップが 7 州でそれぞ

れ開催される。 

＜達成済＞ 
2016 年 9 月 19 日から 10 月 13 日の間に 7 州において、計 9 回のワ

ークショップが開催された。招待した 40 自治体のうち、32 自治体が

ワークショップに参加した。 
ワークショップ完了報告書である「進捗報告書」は 2016 年 12 月に

完成した。 
（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）成果 6 の達成状況 

現在のところ、成果 6 は中程度の達成状況である。今後、MOE の C/P が 3R に関する能力を
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高め、地方自治体に対する 3R アクションプランの作成・実施指導を自立して行えるようにな

れば、成果 6 の達成度合いは高まる見込み。 

 

（2）達成状況の詳細 

2 番目の指標「パイロットプロジェクト活動を通じて MOE とリサイクル会社による会合が 2

回開催される」を除いては、プロジェクトは基本的に予定されている活動を順調に実施してい

る。2 番目の指標については、現在、アルバニアでは国会において資源ゴミ輸入再開の是非を

めぐって審議が始まったところであり、リサイクル業界と MOE は折衝中で非常に微妙な時期

にあるため、会合の開催は難しい状況である。この指標を除いた 3 つの指標については、プロ

ジェクト期間終了までに大きな課題に直面することなく達成される可能性が高い。 

それにもかかわらず、成果 6 の達成度を中程度と判断した理由は、自治体支援のための活動

は、これまで主に専門家チームが主体に行っており（Box 3 - 5）、「MOE の」自治体支援能力が

向上したとはいえない状況だからである。自治体支援に対する MOE の関与やコミットは十分

ではないといわざるを得ない。 

 

Box３－５ きめの細かい自治体支援 

プロジェクト前半では、ティラナ市で各種セミナーを開催した。全国自治体に声をかけたにもか

かわらず、参加した自治体は半分にも満たないなど、参加率は振るわなかった。そこで、プロジェ

クト後半では州においてワークショップを開催し、自治体、特に遠方の自治体からの参加を期待し

た。結果は、予想以上に反応が良く、声掛けしたうち、8 割の自治体から参加を得ることができた。

参加自治体の熱意は高く、質問や議論も活発に行われた。 

アルバニアの国土は北海道の 3 分の 1 程度の大きさであり、小さな国であるが、丘陵地域等もあ

るため、首都ティラナから移動に 2 日かかる自治体も存在するなど、アクセスが良い所ばかりでは

ない。そのため、プロジェクト前半ではセミナーに参加したくてもやむなく諦めていた自治体が相

当数存在していたと思われる。 

自治体に、より近い場所でワークショップを開催し、さらに、後日フォローアップの電話を掛け

たり、必要に応じて個別訪問をしたりするなどきめの細かい支援を実施したことにより、プロジェ

クト目標の指標である「25 の自治体から 3R アクションプラン素案が作成される」という数値は達

成される見込みである。 

ただし、このようなきめの細かい支援はプロジェクト専門家チームによって行われたものであ

り、MOE の関与は十分ではなかった。プロジェクト終了後、こうしたきめの細かい自治体支援を

MOE が行っていけるかが課題である。 
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州で開催された州内の自治体を 
対象にしたワークショップ 

要望に応じて自治体を訪問して行った 
個別指導 

 

（出所：調査団作成） 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

「『国家廃棄物戦略』と『行動計画（アクションプラン）』の実施促進をめざした、環境省（MOE）

の 3R政策推進及び地方自治体支援能力が強化される」が本プロジェクトのプロジェクト目標である。

表 3 - 12 は、PDM バージョン 2 に記載されたプロジェクト目標の指標とそれぞれの達成状況を示し

ている。 

 

表３－12 プロジェクト目標の指標と指標の達成状況 

 指 標 達成状況 

1 自治体を対象とした環境省主

催の最終化された 3R ガイド

ライン導入ワークショップが

開催される。 

＜達成済＞ 
成果 6 で記載したワークショップが開催された。 

2 上記ワークショップにおい

て、25 以上の自治体の 3R ア

クションプラン（素案）が作

成される。 

＜達成の見込み＞ 
28 の自治体が現状データの整理を終え、3R アクションプラン（案）
を完成させる見込みが立っている。 

（出所：プロジェクト提供資料） 

 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標はおおむね達成の見込み。今後、MOE の C/P が能力を高め、未完の活動を

C/P が主体的に取り組んで成功裡に完了すれば、プロジェクト終了時には達成度がより高まる見

込み。 

 

（2）達成状況の詳細 

1 番目の指標は既に達成済みである。2 番目の指標についても、既に 28 自治体が 3R アクショ

ンプラン案完成のめどがついており、順調に推移している。これら 28 の自治体については、廃棄

物の現状について分析を終え、各自治体で適用可能な 3R 活動を選ぶ段階に入っている。 

1 番目の 3R ガイドラインについては、現在、パイロットプロジェクトの結果を取りまとめ、ア

ルバニアの状況に適した 3R 活動を提案する作業を行っている。3R ガイドラインは、自治体がさ
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まざまな 3R 施策を立案・実施する際に有用な、アルバニアにとって初の実践的なレファレンス

文書であり、MOE にとって非常に重要な意味をもつ。ガイドラインには、状況の異なる 3 つの自

治体におけるパイロットプロジェクトから得られたさまざまな事例が盛り込まれる予定で、国内

の自治体がガイドラインを参照する際には、理論だけではなく、実際に現場で得られたさまざま

な経験から学ぶことができるようになっている。このことが本ガイドラインの大きな特色であり、

ガイドラインの真価もその部分にあるといえる。 

3 カ所でのパイロットプロジェクトでは、当初計画よりも大幅に実施期間を短縮しなければな

らなかったにもかかわらず、十分な気づきや学びを得ることができた。ただし、現在の自治体の

財政能力や組織・体制を考慮した際、経済的に実現性の高い廃棄物減量手法を明確に提示するに

は至らなかった。つまり、パイロットプロジェクトは、収集所周辺の景観改善や効率的な廃棄物

収集を実現することには成功したものの、廃棄物削減という観点からは特筆すべき大きな成果は

得られなかった。 

確かにパイロットプロジェクトでは、廃棄物減量を可能にするさまざまな条件を提示すること

はできたが、現在の多くの自治体の脆弱な財政力や、住民の廃棄物サービスに関する優先ニーズ
7

を勘案すると、アルバニアにおいて、近い将来それらの条件をクリアすることは容易ではない。

そのため、アルバニアの農村部・都市部等、さまざまな状況に合致した 3R の手法を MOE が今後

も継続的に検証・模索していくことが重要である。それを実現するには、これまでプロジェクト

への関与が十分ではなかった MOE が、職員の技術的・実務的能力を早急に高めていく努力をす

る必要がある。一方で、プロジェクト開始当時の MOE 職員は、「上意下達」の姿勢が強く、定めら

れた法律、国家戦略を守るあるいは達成するのが自治体の義務であり、そのための方策は地方自治体

自身で考えるべきであるという考えであったが、プロジェクトを通じて地方自治体個々の能力や抱え

る課題を直視することで、MOE の地方自治体への指導の必要性を認識した点は能力向上であるといえ

る。 

プロジェクト終了時点での最終的なプロジェクト目標達成度合いは、MOE がどれだけ主体的に

3R ガイドラインを作成・活用・実施し、自治体を支援していく能力を高めることができるかに大

きく影響される。 

なお、パイロットプロジェクト実施にあたっては、3 自治体の SWM 担当職員の熱心な参加が

確認できた。自治体職員の高いモチベーションは、プロジェクト活動の持続性向上の観点から欠

かせない要素である。こうした観点から、職員のモチベーションに焦点を当てた考察を紹介する

ことも重要だと考え、好事例として認められたツェリック市に関して、Box 3 - 6 に紹介しておく。 

 

Box３－６ 自治体職員のモチベーション 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、MOE が能力を高め、地方自治体が 3R を推進できるよ

うに中央から地方への支援を強化することである。プロジェクト目標の達成はもちろん重要である

が、目標が達成されたとしても、支援を受ける側の自治体が、「やらされている」という意識では

なく、「やりたいから、やるべきだからやっている」という心構えで 3R に取り組んでくれなけれ

ば、持続的な効果維持は望めない。MOE はあくまでも政策策定機関であり、3R 実施の主体は自治

                                                        
7 現在の住民の廃棄物サービスに関する優先ニーズとは、まずは行政が廃棄物収集を行うこと（廃棄物収集が全く行われていない

地域も非常に多い）、適切な頻度で収集を行うこと、収集所付近を衛生的に保つこと、といった基本的なニーズであり、廃棄物を

減らすことに関してのニーズは決して大きいとはいえない。 
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体なので、自治体がいかにやる気をもってこの課題に取り組んでいけるかに活動の成否が左右され

る。 

この点、パイロットプロジェクトの対象地の 1 つであるツェリック市では、SWM 担当職員のモ

チベーションが高く活動に取り組んでいる姿が確認できた。ツェリック市では戸別収集方式が成功

し、プロジェクトの対象地以外にも戸別収集を自治体予算で拡大させるなど、正のインパクトが早

くも確認できている。SWM 担当職員の主体性は強く、パイロットプロジェクトの試みだけにとど

まらず、今後、自分たちで自主的に 3R を進めていくためのさまざまなアイデアや意気込みを調査

団に語ってくれた。担当職員に個別にインタビューをしたところ、以下のような興味深い発言を得

ることができた。 

「プロジェクトと一緒に仕事をすることができて幸運だった。プロジェクトチームとのコミュニ

ケーションも良かったし、紙の上だけでなく、実践的な経験を積むことができた。どれも自分の担

当業務に直接役立つ内容だった。自分のモットーは『毎日が学びの連続。学びに終わりはない』で

あり、常に新しいことを学びたいと思っている」。 

このように、プロジェクトに参加することによって、チームの一員としてさまざまな学びを得、

自身の成長を実感できたと満足している様子がみて取れる。また、この職員は、「自分は公務員で

ある以前にツェリック市の市民である」と発言しており、地域の人々との関りやコミュニケーショ

ンがいかに重要であるかを語っていた。実際、廃棄物収集スタッフや住民とのコミュニケーション

を積極的に取っていて、関係者から信頼されている様子が伝わってきた。この職員は、仕事から得

られる満足感について、更に以下のような発言をしている。 

「SWM の分野は、頑張ったら結果が目に見えるので嬉しい。住民から感謝の言葉をかけてもら

うようになったり、プロジェクトが行った住民に対するアンケート調査で住民の満足度が高まった

ことが分かったりしたので、嬉しかった。成果を出すことができ、自分の仕事から得られる満足度

が高くなり、夜もぐっすり眠れるようになった。自分の給与が上がったり、昇進したりするわけで

はないが、『以前よりも良い公務員になれた』と実感することができるので幸せである」。 

課題が山積しているアルバニアの廃棄物分野において、地方自治体が 3R に持続的に取り組むた

めには、自治体がいかに主体的に、創意工夫ややりがいをもってこの課題に取り組んでいけるかが

鍵となる。ツェリック市の担当職員は、上の発言からも分かるように、「政府の方針で決まってい

るからやらなければならない」とか、「やらされている」という感覚をもつことなく、「住民に喜ん

でもらいたい」、「仕事からやりがいを得たい」、という自律的な動機で業務に取り組んでいること

が分かる。3R 実施の担い手である自治体職員に、こうした自律的なモチベーションをもってもら

うことこそが、持続性向上の一番の牽引力である。 
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廃棄物収集スタッフと会話する 
自治体職員 

活動成果について説明する自治体職員 

 

（出所：調査団作成） 

 

３－４ 実施プロセスにおける特記事項 
プロジェクトの実施プロセスにおいて、以下に挙げる事項がプロジェクトに正負の影響をもたらし

ている。 

 

３－４－１ 正の影響をもたらした要因 

特に効率性向上の観点から正の影響をもたらした要因は 2 つ挙げられる。 

 

（1）フェーズ分けによるパイロットプロジェクトの実施 

3 つのパイロットプロジェクトいずれにおいても、比較的短期間で地域住民の廃棄物排出マ

ナーをほぼ満足できるレベルに改善させることに成功した。これは、一気に環境意識の改善を

めざすのではなく、活動をフェーズ分けし、住民が無理なく徐々に意識を高めていけるように

戦略的に計画したことによりもたらされた成功である。 

 

（2）自治体に対する 3R アクションプラン指導ワークショップ、個別フォローアップの効果 

3R ガイドラインを説明し、3R アクションプランの作成を指導するためのワークショップは

各州で行い、自治体担当者が出席しやすいように工夫した。ワークショップのあとにはフォロ

ーアップの電話を掛け、さらに、支援が必要な自治体に対しては個別訪問をして指導した。こ

のようなきめの細かい支援により、声掛けした 40 自治体のうち 32 自治体（8 割）がワークシ

ョップに参加し、3R アクションプラン作成に取り組むという効果を得ることができた。 

 
３－４－２ 負の影響をもたらした要因 

本プロジェクトは、プロジェクト実施の過程で、負の影響を及ぼす課題に直面している。以下の

4 つの要因は、プロジェクトの有効性と効率性に大きな負の影響を与えているものとして特定され

たものである。 
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（1）C/P の他業務への従事による関与不足 

MOE の C/P はプロジェクト以外の仕事で忙しく、専門家からの技術移転を受ける時間をほと

んど取れないでいる。プロジェクト後半に行われた自治体の 3R アクションプラン作成支援業

務においては、MOE が技術スタッフを配置することを検討したものの、実現には至らなかった。 

 

（2）スイスの援助機関とのパイロットプロジェクト対象地域の重複 

パイロットプロジェクトの 1 つ（成果 4）は当初、レジャ市での実施が予定されていたが、

SDCによる類似プログラムであるDLDPとの地理的な重複がのちに明らかになった。そのため、

レジャ市での実施を諦め、対象地域の選定を再び行わなければならなくなり、プロジェクトの

効率性低下を招いた。 

 

（3）アルバニアの自治体統合、地方選挙を要因とするパイロットプロジェクトの開始遅れ 

アルバニアにおける 2015 年 6 月の地方自治体統合により、市長の交代や各自治体の領域拡大

が発生した。その影響により、自治体において不安定な財政状況や人員の交代が生じ、2016 年

1 月まで多くの自治体は安定した業務を行うことができなかった。こうした状況下、パイロッ

トプロジェクトは計画どおりに開始することができず、プロジェクトの効率性低下を招いた。 

 

（4）MOE 内の執務スペース確保の問題 

MOE は 2015 年 8 月に移転したが、その際、プロジェクトの執務室を MOE 内に確保するこ

とができなくなった。専門家チームが現在賃貸している執務室は MOE から徒歩 10 分程度の距

離にあるものの、MOE の C/P と日常的に顔を合わせることが困難になり、プロジェクトの円滑

な運営に支障を来している。 
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第４章 評価結果 

４－１ 5 項目ごとの評価
8 

４－１－１ 妥当性 

妥当性は高い。 

要約：プロジェクトはアルバニアの優先開発政策や日本の対アルバニア ODA 政策に合致してい

るほか、SWM 及び 3R に取り組もうとする MOE や自治体のニーズに対応した活動を行っ

ている。さらに、日本は途上国における SWM の経験が豊富であり、特に近隣国であるコ

ソボ共和国での技術協力プロジェクトの経験が本プロジェクトに生かされており、アルバ

ニア側 C/P への技術移転に有益である。 

 

（1）アルバニアの開発計画との整合性 

アルバニア政府は、国家廃棄物管理戦略（2010 年）及び国家廃棄物管理計画 2010～2025 年

（2010 年）において、今後の廃棄物最終処分量の数値目標を設置し、処分量を増大せずに経済

成長を進めていく政府方針を明確化した。例えば、国家廃棄物計画で掲げられている目標値は、

2015 年までに一般廃棄物の 25％を、2020 年までに 55％をリサイクル・堆肥化するとしている。

しかし、国家としてこの分野の取り組みは始まったばかりであり、人口増に比して廃棄物量が

増加する状況が顕著になってきている。そこで、国家廃棄物管理戦略及び計画は、市民及び民

間セクターと協力のうえ、3R を推進して廃棄物量を削減することの重要性を強調している。 

本プロジェクトは、MOE 及び MTI、都市開発省（Ministry of Urban Development：MUD）、そ

して地方自治体といった関連機関が、国家廃棄物管理戦略及び計画に従った実効力のあるSWM

の実現をめざした取り組みを支援することにより、アルバニア国内における 3R 政策と実施を

後押しするものである。こうした 3R 推進により廃棄物削減をめざすというプロジェクトの方

向性及び活動領域は、アルバニア政府の政策的優先方針と合致した取り組みだといえる。 

 

（2）日本の援助政策との整合性 

日本は、対アルバニア共和国事業展開計画（2009 年）（外務省、2009）において、EU 加盟を

めざした人材育成を支援することを方針として打ち出している。また、持続可能な開発のため

の環境保全イニシアティブ（Environmental Conservation Initiative for Sustainable Development：

EcoISD）（外務省、2002）で謳われているように、日本は途上国に対し、環境汚染、環境劣化

を防ぐため、環境分野での国際的な協力を展開している。こうした背景の下、アルバニアのSWM

分野への日本の ODA は、環境政策・計画の立案、及び政府組織の能力開発を通じた環境対策

のための技術力・政策の強化を中心に取り組んでいる。このような政策的文脈から判断して、

プロジェクトは、日本のアルバニアに対する援助政策と強い整合性を保持しているといえる。 

 

（3）対象グループのニーズへの合致 

プロジェクトの直接受益者は、MOE、MTI、MUD、全国の自治体及びパイロットプロジェク

ト対象地の 3 自治体と多岐にわたっている。間接受益者は、パイロットプロジェクト対象地域

                                                        
8 5 項目評価の判定は、「高」「中」「低」の 3 段階で示した。 
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の住民、生徒と保護者等である。プロジェクトはなかでも MOE の C/P に対して 3R に関する実

践的かつ効果的な政策策定能力を高めるべく支援を行っている。 

これまで、アルバニア政府によって SWM の取り組みは進められてきたものの、一般ゴミの

減量やリサイクルの促進は、不十分な実態把握や技術力・組織力の不足のためになかなか実現

しない状況であった。C/P 機関のみならず、地方でのプロジェクトの対象者も、持続的なライ

フスタイルを実現することにより効果的な SWM・減量を行うことをめざしており、プロジェ

クトはこうした対象者のニーズに合致した活動を行っているといえる。 

 

（4）日本の技術・スキルの優位性 

プロジェクト専門家チームは、SWM 及び 3R の分野の専門知識をもつ人材で構成されている。

これは、効果的な政策策定のために必要な包括的な知識と技術を C/P に移転するために必要な

陣容である。専門家の何人かは、コソボ共和国のプリズレン市において実施された「循環型社

会に向けた廃棄物管理能力向上プロジェクト」（2011～2015 年）に従事した経験をもつ。コソ

ボにおけるプロジェクトは、本プロジェクトと活動分野が類似しており、コソボで得られた経

験は、特に 3 つのパイロットプロジェクト実施やコソボでの第三国研修開催の際に余すところ

なく生かされている。JICA の技術協力の強み及び比較優位性は、現場を重視した活動や実践的

なスキルの開発にあると思われる。この意味で、プロジェクトは、アルバニアにおいて欠けて

いる政策の現場での実践を支援するのに十分な優位性があると判断できる。 

さらに、JICA は 2005 年以来、11 カ国以上で 3R 促進や SWM 分野に係る研修・プロジェク

トの実施経験があり、いずれも環境政策・環境計画づくりの支援、環境問題に対応する体制強

化の支援、環境管理に対処する技術向上支援など、人材能力の向上をめざしたものである。よ

って、本プロジェクトは、日本のもつ技術・知識の優位性を生かした協力だといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

有効性は比較的高い。 

要約：中央・地方両レベルにおける 3R 実施に関する課題の特定や各種文書の作成について、期

待された成果は順調に産出されている。今後、MOE が更に能力を高め、より強い主体性

をもって残りの活動を完遂するならば、プロジェクト目標は高い水準で達成されるだろう。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標は、「『国家廃棄物戦略』と『行動計画（アクションプラン）』の実施促進を

めざした、環境省（MOE）の 3R 政策推進及び地方自治体支援能力が強化される」である。プ

ロジェクト活動の進捗状況と 6 つの成果の達成状況にかんがみると、プロジェクトは計画どお

り目標達成に向かって進んでいると判断できる。 

プロジェクトのこれまでの特筆すべき成果は、（1）パイロットプロジェクトの知見を盛り込

んだアルバニアにとって初となる実践的な 3R ガイドラインの作成、（2）廃棄物の正確な現状

把握と将来の展望を見据えた自治体による 3R アクションプラン作成への支援である。現在、

プロジェクトでは、パイロットプロジェクトで得られた各種情報の整理・取りまとめと、3R ガ

イドラインの残り 2 章の執筆作業が進行中である。こうした残りの活動を遅滞なく行い、プロ

ジェクト活動を通じて得られた知見を余すところなく記録として保存し、関係者に共有してい
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くことが重要である。 

加えて、プロジェクトの重要な成果の一つに、廃棄物質・量に関する正確な数値把握の必要

性や、政策を現場で実践に移すために必要な支援を自治体に行っていくことの重要性を MOE

に対して認識させたことがある。自治体が順調に 3Rアクションプランを作成しつつあるのも、

ゴミ量・ゴミ質調査（Waste Amount and Composition Survey：WACS）手法を各自治体に指導し

たり、必要に応じて個別指導を行ったりといったプロジェクト実施者のきめの細かい支援によ

るところが大きいだろう。MOE では、このような自治体に対する技術・実務支援の有効性を認

識するようになってきており、今後も、自治体に対する支援を強化する方向で進んでいくこと

が期待される。 

 

（2）プロジェクトマネジメントシステム 

2016 年 4 月に行われた中間レビュー調査では、専門家と MOE との間でのコミュニケーショ

ン不足がプロジェクトの阻害要因として指摘された。その後、MOE の職員のうちの数名が、州

で開催された 3Rアクションプラン作成のためのワークショップに 3回同席するなどして、MOE

と専門家との間で自治体支援に関して打ち合わせをする機会が増えるといったように、若干の

改善はみられた。 

それでも、MOE の C/P が他業務で多忙なことには変わりはなく、またプロジェクト事務所と

MOE との間に物理的な距離があるといった阻害要因があるため、専門家と MOE の C/P 間の密

なコミュニケーション、特に対面のコミュニケーションの取りにくさは、プロジェクト期間を

通じて大きな課題であった。 

 

４－１－３ 効率性 

効率性は比較的低い。 

要約：日本とアルバニア両方からの投入は基本的に計画どおり実施されたものの、C/P が他業務

で多忙なため、プロジェクト活動になかなか従事できず、専門家から C/P への技術移転が

十分にできていない。また、MOE 内にプロジェクトの執務室が十分に確保できなかった

ことから、MOE と専門家チームとの間のコミュニケーションの効率性が低下した。前半

のパイロットプロジェクト開始遅れに伴い、後半に日本人専門家の配置計画を調整しなけ

ればならなかったことなども効率性の観点から問題だった。他方、自治体への支援に関し

ては、地方で 3R アクションプラン作成のためのワークショップを開いたり、その後に個

別のフォローアップ電話・訪問を行ったりしたことで、自治体の参加率を高めたり 3R ア

クションプランの作成件数を高めたりすることができたので、効率性が向上した。 

 

（1）日本側からの投入 

C/P とのインタビューによると、プロジェクト専門家の SWM 政策・実践といった専門分野

は、C/P の能力向上ニーズに合致したもので、期待された成果の産出に貢献しているとのこと

だった。専門家チームは、3R や SWM の知識・スキルを十分に有しており、また、コソボ共和

国での経験がある専門家もいることから、アルバニアの社会文化背景にもなじみがあると先方

から認知されている。国外の C/P 研修については、本邦研修、コソボでの第三国研修ともに、

SWM で先進的な取り組みを展開しているモデル市の状況を間近に観察し、職員と直接話し合
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う機会を得ることができたことから、研修に参加した C/P の間で好評であった。 

専門家の配置計画に関しては、プロジェクト後半に当初計画の M/M ではパイロットプロジ

ェクトを実施するのに十分ではないことが明らかになった。なぜならば、2015 年のアルバニア

の自治体統合や地方選挙、SDC の DLDP の支援との対象地（レジャ市）の重複により、プロジ

ェクト前半に、パイロットプロジェクト実施前のさまざまな調整に多くの時間を要したからで

ある。 

 

（2）アルバニア側からの投入 

MOE の C/P については、計画どおり人員の配置がなされたが、皆、業務多忙であり、プロジ

ェクト活動への従事時間が確保できていない。さらに、MOE 職員には技術的なバックグラウン

ドをもつ者がおらず、いわゆる事務方の職員ばかりのため、専門家からの 3R 及び SWM に関

する技術移転が困難な状況である。こうしたことが重なり、専門家は、C/P と共に活動を実施

することが難しい局面が多く、専門家チームが単独でプロジェクト活動に携わっているケース

が頻繁に見受けられる。 

一方、自治体の C/P については、専門家と共にタイムリーに活動を実施することができてお

り、技術移転も順調に行われた。 

アルバニア側からの投入に関しては、十分なスペースのプロジェクト執務室が MOE 内に確

保できないという問題が効率性の阻害要因となっている。 

 

（3）効率性の促進要因 

「第 3章 3 － 4 － 1 正の影響をもたらした要因」で述べたように、自治体に対する 3R アク

ションプランワークショップやフォローアップ指導が効率性を促進した。 

 

（4）効率性の阻害要因 

「第 3章 3 － 4 － 2 負の影響をもたらした要因」で既に記述したように、それぞれの阻害要

因が各活動の実施に影響を及ぼしているほか、4 つの要因が相まって、プロジェクト全体の成

果産出を阻害している。 

 

４－１－４ インパクト 

インパクトは比較的高い。 

要約：インパクトは比較的高い。上位目標の達成見込みは、MOE が今後どのように主体性をも

って 3R ガイドラインを最終化し、活用していくか、そして自治体の 3R アクションプラ

ンを支援していくかに大きく左右される。正のインパクトとしては、州政府の関与が増え

たこと、自治体同士の情報交換が活発化したこと、ウェイストピッカーの雇用創出がされ

たこと、ツェリック市における戸別収集がパイロットプロジェクト地域以外にも広がって

いることなどが挙げられる。 

 

（1）目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標は、「アルバニア全国の地方自治体において、3R を導入した持続可

能な廃棄物管理（SWM）の枠組みが確立され、全国的なゴミ減量の取り組みがなされる。」で
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ある。上位目標の達成度を測定するための指標は、「2020 年までに 3R アクションプランが全国

の自治体のうち 35 自治体で作成される」、「3R アクションプランに明示されたいずれかの活動

が 2020 年までに全国 20％の自治体で実施される」、「自治体 3R アクションプランにより一般ゴ

ミの処分場搬入量が 2025 年にプロジェクト開始 2014 年より 25%減少する」の 3 つが設定され

ている。 

プロジェクトはこれまで、自治体が 3R ガイドラインの内容の理解を深め、3R アクションプ

ランを作成・実施する能力を高めることができるよう、自治体のニーズに合った支援を行って

きた。そのため、第 1、2 番目の指標については、MOE が今後自治体の 3R アクションプラン

策定・実施をこれまでプロジェクトが行ってきたように支援していけるかに左右されるだろう。

例えば、プロジェクトではこれまで、アルバニアに 12 ある州のうち、7 つの州でワークショッ

プを開催した。MOE が今後、残りの 5 州を対象にワークショップを開催し、フォローアップ指

導を行っていくのであれば、これらの指標の達成の見込みは高まるだろう。  

第 2、3 番目の指標については、自治体 3R アクションプランの実施に係る部分であるため、

MOE が州政府や自治体と協力して、3R アクションプランの実施状況をモニタリングする体制

を整えていかなければならない。現在のところ、自治体における 3R 政策の実施度合いを信頼

できる統計データ等を入手しつつモニタリングするシステムは整備されていない。中央・地方

の両レベルにおいて財政面、人員面で制約が大きいというのがその主な要因であると考えられ

る。 

上位目標達成のためには、MOE が自治体を十分支援していく必要があり、同時に自治体によ

る 3R アクションプランの実施を効果的にモニタリングする体制を整えていかなければならな

い。 

 

（2）正負のインパクト 

プロジェクトによる負のインパクトは確認されなかった。他方、正のインパクトについては

以下のとおり確認できた。 

1）自治体同士の情報交換 

パイロットプロジェクトを実施した 3 自治体は、互いの経験を学び合うために、自発的に

情報交換を始めた。また、その他の自治体からも SWM や 3R の取り組みについて問合せを

受けるようになった
9
。プロジェクトに参加したお陰で、自治体同士の情報交換やネットワー

キングが活発化したのは明らかであり、これまでほとんど接点がなかった自治体と自治体と

の横のつながりが強まり、知識や経験が共有されるようになった。 

2）州政府の関与 

州政府が 3R アクションプラン策定のプロセスに関与しだしたことは特筆に値する。州政

府はこれまで、SWM 分野において特に目立った役割は果たしてこなかった。しかし今般、

自治体に対するワークショップを開催する際、州政府をコンタクトポイントとして自治体に

呼び掛けるかたちをとったところ、円滑に準備が進んだ。また、州政府の担当市職員も、予

想以上に SWM に対して関心をもっている様子で、すべての州ではないにしても、いくつか

                                                        
9 パイロットプロジェクト対象以外の自治体が自発的に一歩進んだ取り組みを行った例も確認できた。例えば、Ura Vajgurore 市は、

プロジェクトが発行するニュースレター等を見てゴミ量・ゴミ質調査に興味をもち、バウイディアス市のブシャット行政区に直

接問合せを行った。そして WACS を自分たちで行ったうえで 3R アクションプラン作成のためのワークショップに参加した。 



－36－ 

の州で、技術的な知識を吸収しようという積極的な姿勢がうかがわれた。そのため、州政府

が自治体の 3R 活動をファリシテートする役割をもつことも将来的には可能ではないかと思

われる。つまり、MOE が単独で旗振り役をするのではなく、MOE が州政府と共同で自治体

を指導し、3R の全国展開を進めるなど、アルバニアの地方分権化された体制をうまく利用し

て進めるという選択肢もあると考えられる。MOE の人員が限られているなか、このようなア

レンジは有効であろう。 

3）パイロットプロジェクト対象地以外の地域への広がり 

パイロットプロジェクトで戸別収集に取り組んだツェリック市では、対象地域以外の住宅

地にも自治体が独自に戸別収集サービスを開始した。自治体がこの収集システムの有効性を

認識したためで、現在、パイロットプロジェクト外の地域の 2,400 市民に対して戸別収集を

行っている。戸別収集が住民のニーズにも合致していることの証左だといえよう。戸別収集

の効果は、道路脇の収集ポイントのゴミの散乱をなくすことだけにとどまらず、次のステッ

プとして、住民に資源ゴミの回収を促す効果もある。パイロットプロジェクトでは、資源ゴ

ミの回収については、適切な収集頻度や回収量に関して今後も検証が必要なことが明らかに

なったが、戸別収集がツェリック市で短期間にここまで拡大したのは、地元のニーズに即し、

住民に受け入れられやすい手法だったからということは明らかで、今後の展開に大いに期待

できるものである。 

4）社会経済的弱者への配慮 

廃棄物のなかから有価物を選別し、買い取り業者に売却するウェイストピッカーは、他の

多くの途上国と同様、アルバニアでも貧困層の人々である。ティラナ市でのパイロットプロ

ジェクトではウェイストピッカーにまつわる示唆に富む事例が得られた。 

リサイクル実施校が生徒に対して資源ゴミを学校にもってくるよう呼び掛けたところ、い

くつかの家庭は、「資源ゴミはいつも決まったウェイストピッカーに渡しているから」、とい

う理由で学校にもってくるのを拒んだという。そうした家庭は普段から、社会経済的弱者で

あるウェイストピッカーをできるだけ助けたいという考えの下、決まった人に資源ゴミを渡

していたようである。しかし、教諭の何人かは、そのような理由には注意を払わず、とにか

く学校にもってくるようにと強く依頼したとのこと。その結果、学校と家庭との間にわだか

まりが生じてしまったようである。このことに気づいたプロジェクトチームは、資源ゴミが

きちんと回収されてリサイクルされることが重要なのであり、必ずしも学校を通じてリサイ

クルをしなければならないということではないということを誤解のないように伝え、わだか

まりを無事解消させることができた。こうした現場での教訓は、3R ガイドラインにも事例と

して盛り込まれる予定である。 

さらに、ウェイストピッカーに関しては、ティラナ市とツェリック市において、「排除」か

ら「共存」の方向へシフトするという動きをパイロットプロジェクトで確認することができ

た。当初、自治体はウェイストピッカーを排除するという固い態度でいたが、パイロットプ

ロジェクトで現場での活動を進めるうちに、ウェイストピッカーと共存し、彼らのもってい

るリサイクルに関する知識を活用しようということになった。実際、ウェイストピッカーは、

どの廃棄物がリサイクル市場において価値があるかなどについて最も詳しい知識をもってい

る人々である。彼らの知識や経験を活用し、自治体はデータ収集や資源ゴミの選別、あるい

は収集所の見回りなどを行うスタッフとしてパートタイム雇用をすることとした。こうした
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取り組みは、規模は小さいながらも貧困削減に貢献しているといえる。 

 

（3）上位目標達成のための外部条件 

上位目標達成のための外部条件として PDM バージョン 2 で挙げられているのは、「3R に向

けた国家廃棄物管理戦略及び行動計画が変更されない」であり、上位目標の効果維持のために

特定されている外部条件は「中央政府と自治体の協力関係が変わらない」である。 

前者の条件については、アルバニア政府は 2025 年まで国家廃棄物管理戦略及び行動計画の実

施を継続することを謳っており、廃棄物削減と 3R を含めた SWM への取り組みは今後も変更

されずに続いていくことが見込まれる。後者の条件については、成果 6 で取り組んだ MOE と

自治体の協力関係強化と直接リンクしており、MOE が今後も自治体支援に積極的に取り組んで

いくかどうか次第だといえる。 

 

４－１－５ 持続性 

持続性は中程度。 

要約：政策面での持続性は高いものの、中央レベルの組織・財政面での持続性については、MOE

がまだプロジェクトの効果を維持するための計画を立てていないことから不確実要素が

多い。今後、MOE が 3R ガイドラインを組織として活用し、人的・経済的資源を動員し

て自治体への支援を継続していくのならば、組織・財政面での持続性は高まるだろう。自

治体レベルの持続性に関しては、プロジェクトが 3R アクションプラン作成支援を行った

ことにより、現在、適切な SWM 及び 3R の実践に対する機運が高まっているところであ

る。中央から十分な技術的・実務的支援が差し伸べられ、財務基盤を強化するような自治

体としての取り組みが実現したならば、持続的に 3R アクションプランが促進され、実践

される見込みが高まるだろう。 

 

（1）政策・組織体制面の持続性 

国家廃棄物管理戦略及び行動計画で約束されているように、MOE が今後も廃棄物減量・3R

に焦点を当てながら SWM に取り組んでいくことは明白である。現在、アルバニアの最新の状

況を反映した情報・データを盛り込むべく国家廃棄物管理戦略は改訂作業中である。EU 指令

に準じた環境基準を達成するため廃棄物分野の取り組みは今後も継続していく見込みである。 

さらに、アルバニア政府は最近「開発と統合のための国家戦略（National Strategy for 

Development and Integration） (2015-2020)」を発行した。本戦略では、持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）達成に向けた意気込みを明らかにしている。SDGs に

は、SDG11.6 や SDG12.5
10
といった SWM や廃棄物減量に関する指標も含まれている。このよう

なアルバニア政府の政策方針から判断すると、政策的な持続可能性は高いといえる。 

一方で、組織体制面の持続性はというと、MOE はまだプロジェクトの効果を維持していくた

めの将来計画を明確に打ち出していないことから、不確実要素が多く残されている状況である。

特に、自治体への支援をどのように行っていくか、3R ガイドラインをどのように活用していく

                                                        
10 SDG11.6 は、「2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市

の 1 人当たりの環境上の悪影響を軽減する」というもの。SDG12.5 は、「2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び

再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する」というもの。 
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かについては早急に方針を明確化する必要があるだろう。MOE が今後、3R ガイドラインを体

系的に活用し、財政的・人的資源を確保して自治体を支援していく体制が整えていくならば組

織体制面の持続性は高まる。 

 

（2）技術面での持続性 

技術的持続性は比較的低い。これまで議論してきたように、MOE の C/P は、現在に至るまで

専門家から技術移転を受けるための十分な時間を確保することができない状況が続いている。

MOE 職員の技術・知識レベルはいまだ十分とはいえないが、彼らがプロジェクトを通じて、

SWM における 3R の位置づけを以前よりも理解し、自治体に対する支援を行うことの重要性に

ついて認識を高めたことは評価できる。現在、プロジェクトは 3R ガイドラインを作成中であ

るが、これが、MOE が自治体を支援する際に必要なスキルを高めるための参考文書となること

から、ガイドラインを通じて 3R 及び SWM に関する実践的な技術・知識を高めていくことが

求められる。 

 

（3）財務面での持続性 

財務面での持続性は比較的低い。プロジェクト活動に必要な経費はほとんどすべて日本側が

負担している。財政的持続性を高めるためには、MOE が活動持続のための予算を早急に確保す

る必要がある。特にワークショップを開催したり、フォローアップを行うなどの自治体に対す

る積極的な支援実施のための予算確保は重要である。他ドナーから支援された予算の活用も含

めて、このような活動への資金が確保できれば、財政的持続性は高まり、上位目標達成見込み

も大きく向上するだろう。 

 

（4）地方自治体における持続性 

プロジェクトの実施機関は MOE であるため、これまで MOE の組織的、技術的、財政的持続

性について議論してきた。しかし、地方自治体の持続性についても論じる必要があるだろう。

なぜならば、自治体は独立した統治システムや組織をもち、SWM や 3R についても、各自治体

の予算で実施しているからである。 

自治体でのパイロットプロジェクト実施や、3R アクションプラン作成支援活動の実施の過程

で確認できたことは、各自治体で適正な SWM や 3R を実施しようとする機運が着実に高まっ

ているということである。プロジェクトに参加した自治体の多くは、3R 計画・実施の手法を学

びたいと熱心な姿勢を示している。州政府についても廃棄物政策実施プロセスへの参加に興味

を示しており、技術的あるいは実務的に 3R に貢献しようとする意欲がみて取れる。したがっ

て、地方政府においては、組織体制面の持続性は比較的高い。 

ただし、現在のところ、自治体における技術的、財政的持続性は十分ではない。特に、（1）

地方政府の多くは、SWM に関して財政状況を完全に把握していない状況にあり、廃棄物の適

正管理や 3R 実施にあたっての財政基盤が弱い、（2）自治体の廃棄物担当者はこの分野でのバ

ックグラウンドをもっていないケースが多く、専門知識に欠けている、の 2 点が大きな負の要

因になっている。そのため、中央政府から手厚い技術的、実務的支援が行われ、財務基盤を強

化するような自治体としての取り組みが実現したならば、持続的に 3R アクションプランが促

進され、実践される見込みが高まるだろう。 
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４－ ２ 結 論 

プロジェクト終了時には、プロジェクト目標はおおむね達成される見込みである。残り期間で MOE

が能力を向上させ、主体性をもって未完の活動に従事し、そして本報告書の提言にのっとったアクシ

ョンを取ることができるならば、プロジェクト終了時の達成度は更に高まるだろう。プロジェクトは

前半期間に、アルバニアの自治体統合、地方選挙、他ドナーのプログラムとの地域の重複といった要

因により、パイロットプロジェクトの開始時期を半年～1 年遅らせなければならなかった。結果とし

て、パイロットプロジェクトの実施期間は予定よりも 1 年～1.5 年短縮せざるを得なかった。このよ

うな不利な状況にもかかわらず、アルバニア初の 3R ガイドラインは全国廃棄物管理状況調査、自治

体レベルのさまざまな調査、パイロットプロジェクトの実施を経て予定どおり完成される見込みであ

る。地方レベルにおいても、2016 年後半に実施されたワークショップや個別指導といった努力によ

り自治体の 3R アクションプランが作成され、プロジェクト目標の指標である「25 自治体の 3R アク

ションプラン案が作成される」が近々達成される見込みである。3R に対する自治体の機運の高まり

は、プロジェクトが後押しした結果といってよいだろう。 

今後は、プロジェクト目標の達成度を高めるために MOE の C/P が専門家チームと緊密に協同作業

を行い、業務を通じて C/P の能力を更に高めていくことを推奨する。プロジェクトは、予定どおり

2017 年 5 月をもって終了するのが妥当である。 
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第５章 提言と教訓 

５－１ 提 言 

プロジェクト及び C/P 機関である MOE に対する提言は、2017 年 5 月のプロジェクト終了時までの

約 4 カ月間に取り組むべきことと、プロジェクト終了後に MOE の自助努力により取り組むべきこと

の 2 種に分けて以下のとおり示した。 

 

５－１－１ MOE 及び専門家チームに対する提言（プロジェクト残り期間で取り組むべきこと） 

（1）3R ガイドライン案の完成と MOE の C/P に対する指導 

3R ガイドライン案は、3R 実施モニタリングシステムと改訂の手順等を盛り込み、協力期間

終了前に余裕をもって完成させること。その後、他省庁、自治体、他ドナー等の意見を反映さ

せ、3R ガイドライン案をより良いものに仕上げていくことが重要である。ガイドライン案には、

現場で収集された各種データをできるだけ多く盛り込み、読み手である各自治体が、根拠に基

づいて意思決定ができるようにするのが望ましい。SWM の現場のデータはアルバニアにとっ

て非常に貴重なものであり、プロジェクトの強みや比較優位性の一つはこうしたデータを収集

できたことにあるといえる。 

MOE の C/P は、3R ガイドラインの担当者として内容を熟知しておくことが必要であり、専

門家チームは残された期間で MOE の C/P に対して重点的な指導を行うことが期待される。 

 

（2）MOE 内での 3R ガイドライン承認に向けた準備の開始 

MOE は、公式な廃棄物に関する政策文書に付随する重要な技術文書として、3R ガイドライ

ンを省内で承認する手続きを開始すること。 

 

（3）自治体に対する 3R ガイドライン作成・実施を支援するための MOE に対する業務マニュアル

の作成 

プロジェクトでは、自治体に対してワークショップを開催したり、フォローアップや個別訪

問を行ったりした。こうした活動のなかで蓄積された実務的なナレッジを MOE がスムーズに

引き継いでいけるよう専門家チームは業務マニュアルを作成すること（必ずしも別文書を作成

する必要はなく、3R ガイドラインのなかに含めるかたちでも構わない）。そして、マニュアル

を用いて MOE の C/P に対して実務研修を行うこと。 

MOE は、自治体が 3R アクションプランを作成・実施していけるよう、継続的に支援を行う

ための計画を作成すること。計画には、活動スケジュールを記すだけでなく、主要な実施者の

役割と責任や必要な予算の詳細についても明記し、必要な人的・財政的資源が確保できるよう

にすること。 

 

（4）2017 年 3 月の 3R ガイドラインセミナーにおけるツェリック市視察の実施 

2017年 3月に開催予定の 3Rガイドラインセミナーにおいて、ツェリック市への視察を行い、

セミナー参加者がツェリック市の戸別収集の現場を見られるよう手配することを推奨する。

SWMの成功事例を実際に見ることにより、参加者の視野が広がることが期待できるとともに、

参加者間での議論や知見の共有が促進されるだろう。 
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５－１－２ MOE に対する提言（中長期的に取り組むべきこと） 

（1）継続的な 3R ガイドラインの活用と改訂、並びに実効力のあるモニタリングシステムの構築 

MOE は、3R ガイドラインの承認手続きを完了し、省内で文書の位置づけを明確化し、関係

省庁、ドナー機関等と広く共有すること。MOE はガイドラインを日常的に活用し、モニタリン

グや改訂のための定期的なレビューを行うこと。その際、自治体が実施する 3R アクションプ

ランの進捗状況をモニタリングすることが効果的なレビューのために必要である。そのため、

自治体の現状を把握し、必要に応じて適時に政策的な手当てができるよう、実効力のあるモニ

タリングシステムを構築することが重要である。 

 

（2）自治体支援のための人的・財政的資源の確保 

MOE は、自治体が 3R アクションプランの作成・実施をする際、効果的に進められるよう、

ワークショップの開催や指導を積極的に行うべきである。そして、支援のための人的・財政的

資源を確保することが重要である。特に、プロジェクト期間中に実施することができなかった

5 州を対象に、数年以内にワークショップを実施し、アルバニアの全州が 3R ガイドラインと

3R アクションプランについて共通の認識をもつようにすることが急務である。プロジェクト終

了後 3 年以内に上位目標を達成するためには、この活動を即座に行う必要がある。人員を確保

する際には、MOE 職員に限らず、必要に応じてローカルコンサルタントや非政府組織

（Non-Governmental Organizations：NGOs）、そしてパイロット活動に従事した自治体の職員等

をリソースパーソンとして活用するなど工夫をするとよいだろう。 

 

（3）「ナレッジ・ハブ（knowledge-hub）」としての役割の認識 

プロジェクトが主催するワークショップやセミナーに参加した自治体は、好事例に関する互

いの経験や知見を自発的に教え合っていた。MOE は自治体がもつこうした有用な知見を蓄積し、

さらに、自治体同士が知見と経験を共有する際の橋渡しをする役目、つまり、ナレッジ・ハブ

（knowledge-hub）としての役割を果たすことを推奨する。MOE は、ナレッジ・ハブとして、

自治体や他の関連機関が情報交換することができるよう、さまざまな交流の場を提供すること。 

 

５－２ 教 訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 

 

（1）効率性を低下させるドナー間の重複の回避 

成果 4のパイロットプロジェクトの開始遅れは SDCのDLDPとの地域的な重複が原因だった。

このような他ドナーのプロジェクトやプログラムとの重複は、国家の環境政策策定の役割を担う

MOE が事前に対策を講じたり、ドナーの支援により類似活動を行う各省との調整を行ったりする

ことによって、事前に回避するべきであった。プロジェクトの実施者、特にアルバニア側実施者

は、プロジェクト開始前、実施時ともにこうした効率性を低下させる可能性のある事象をいち早

く特定し、影響を最小限に抑えるべく努力すべきだった。 

 

（2）C/P の役割に関する認識の共有 

プロジェクト期間を通じて、MOE の C/P は他業務に多忙で、プロジェクトへの関与は日本側が
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期待したよりも著しく低かった。プロジェクト実施者、つまり討議議事録（Record of Discussions：

R/D）に記載された全 C/P 機関がさまざまな機会をとらえてお互いの優先事項や業務の実態につ

いて率直な議論を交わし、C/P として果たすべき役割や関与度合いについて、互いが納得する共

通認識をもつべきだった。 

 

（3）環境意識・行動変容を徐々に促すフェーズ分けの活動実施 

プロジェクト実施前、廃棄物排出に関して住民の意識を変えることは非常に難しいと多くの関

係者が考えていた。しかし、プロジェクトはパイロットプロジェクトの 1～1.5 年間という比較的

短期間に、人々の意識や行動を変えることに成功した。この成功は、プロジェクトが戦略的に、

種々の活動をフェーズごとに徐々に実施したことによる部分が大きい。つまり、一気に最終目標

をめざすのではなく、住民にとって比較的簡単な行動から、徐々に難しい行動に段階を踏んで移

行していくように活動を実施していったのである。その結果、住民は無理なく意識や行動パター

ンを変えることができたので、このフェーズ分けの活動実施は環境意識や行動を変えるための手

法として有効であることが実証された。 
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